
議案第62号

専決処分について

次の事件は、その処理に急を要したため、地方自治法(昭和22年法律第67号)

第179条第1項の規定により、別紙のとおり専決処分をしたので、同条第3項の規

定によりこれを報告し、承認を求める。

令和6年6月il日提出

長岡市長 磯田達伸
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専決第3号

専決第4号

専決第5号

専決第6号

専決第7号

令和5年度長岡市一般会計補正予算

長岡市市税条例の一部改正について

長岡市都市計画税条例の一部改正について

令和6年度長岡市一般会計補正予算

令和6年度長岡市一般会計補正予算
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専決第4号

専決処分書

地方自治法(昭和22年法律第67号)第179条第i項の規定により、次のとおり専

決処分する。

令和6年3月30日

長岡市長 磯田達伸

長岡市市税条例の一部改正について

改正理由

地方税法等の改正に伴い、所要の改正を行うもの
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長岡市市税条例の一部を改正する条例

長岡市市税条例(昭和29年長岡市告示第5i号)の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中の下線が引かれた部分(以下「改正前部分」という。)

及び当該改正前部分に対応する同表の改正後の欄中の下線が引かれた部分(以下

「改正後部分」)という。)について、改正前部分及び改正後部分に字句が記さ

れている場合は改正前部分に記された字句を改正後部分に記された字句に改め、

改正前部分に字句が記されず、改正後部分に字句が記されている場合は当該改正

後部分に記された字句を当該記載の箇所に加え、改正前部分に字句が記され、改

正後部分に字句が記されていない場合は当該改正前部分に記された字句を削るも

のとする。

    改正後改正前

    附則(令和6年能登半島地震災害に係る附則
    雑損控除額等の特例)

    第9条の4所得割の納税義務者の選

    択により、法附則第4条の4第4項に

    規定する特例損失金額(以下この項に

    おいて「特例損失金額」という。)が

    ある場合には、特例損失金額同条第

    4項に規定する災害関連支出がある

    場合には、第3項に規定する申告書の

    提出の日の前日までに支出したもの

    に限る。以下この項及び次項において

    「損失対象金額」という。)について、

    令和5年において生じた法第3!4条の

    2第1項第1号に規定する損失の金

    額として、この条例の規定を適用する

    ことができる。この場合において、第

    35条の2の規定により控除された金

    額に係る当該損失対象金額は、その者
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の令和7年度以後の年度分で当該損

失対象金額が生じた年の末日の属す

る年度の翌年度分の市民税に係るこ

の条例の規定の適用については、当該

損失対象金額が生じた年において生

じなかったものとみなす。

2前項前段の場合において、第35条の

2の規定により控除された金額に係

る損失対象金額のうちに同項の規定

の適用を受けた者と生計を一にする

令第48条の6第i項に規定する親族

の有する法附則第4条の4第4項に

規定する資産について受けた損失の

金額(以下この項において「親族資産

損失額」という。)があるときは、当

該親族資産損失額は、当該親族の令和

7年度以後の年度分で当該親族資産

損失額が生じた年の末段の属する年

度の翌年度分の市民税に係るこの条

例の規定の適用については、当該親族

資産損失額が生じた年において生じ

なかったものとみなす。

3第!項の規定は、令和6年度分の第

36条の3第1項又は第4項の規定に

よる申告書(その提出期限後において

市民税の納税通知書が送達される時

までに提出されたもの及びその時ま

でに提出された第36条の4第i項の

確定申告書を含む。)に第1項の規定

の適用を受けようとする旨の記載が

ある場合(これらの申告書にその記載

がないことについてやむを得ない理
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由があると市長が認める場合を含

む。)に限り、適用する。

(特定一般用医薬品等購入費を支払

った場合の医療費控除の特例)

第!0条平成30年度から令和9年度ま

での各年度分の個人の市民税に限り、

法附則第4条の5第3項の規定に該

当する場合における第35条の2の規

定による控除については、その者の選

択により、同条中「同条第ま項」とあ

るのは「同条第1項(第2号を除く。)」

と、「まで」とあるのは「まで並びに

法附則第4条の5第3項の規定によ

り読み替えて適用される法第314条の

2第1項(第2号に係る部分に限

る。)」として、同条の規定を適用す

ることができる。

(令和6年度分の個人の市民税の特

別税額控除)

第11条の5令和6年度分の個人の市

民税に限り、法附則第5条の8第4項

及び第5項に規定するところにより

控除すべき市民税に係る令和6年度

分特別税額控除額を、前年の合計所得

金額がi,805万円以下である所得割の

納税義務者(次条及び附則第11条の7

において「特別税額控除対象納税義務

者」という。)の第35条の3、第35

条の5から第35条の8まで、附則第9

条の3第2項、附則第11条第1項、附

則第11条の3の2第1項、前条及び附

則第13条の2の規定を適用した場合

(特定一般用医薬品等購入費を支払

った場合の医療費控除の特例)

第!0条平成30年度から令和9年度ま

での各年度分の個人の市民税に限り、

法附則第4条の4第3項の規定に該

当する場合における第35条の2の規

定による控除については、その者の選

択により、同条中「同条第1項」とあ

るのは「同条第1項(第2号を除く。)」

と、「まで」とあるのは「まで並びに

法附則第4条の4第3項の規定によ

り読み替えて適用される法第3錘条の

2第1項(第2号に係る部分に限

る。)」として、同条の規定を適用す

ることができる。
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の所得割の額から控除する。

2前項の規定の適用がある場合にお

ける第35条の6第2項、第47条の5第

!項及び前条の規定の適用について

は、第35条の6第2項及び前条中「附

則第5条の6第2項」とあるのは「附

則第5条の6第2項及び第5条の8

第6項」と、第47条の5第i項中「課

した」とあるのは「附則第11条の5第

1項の規定の適用がないものとした

場合に課すべき」と、「の前々年中」

とあるのは「の同項の規定の適用がな

いものとした場合における前々年中」

と、「、前々年中」とあるのは「、附

則第!1条の5第三項の規定の適用が

ないものとした場合における前々年

中」とする。

(令和6年度分の個人の市民税の納

税通知書に関する特例)

第11条の6令和6年度分の個人の市

民税に限り、個人の市民税の納税通知

書に記載すべき各納期の納付額につ

いては、第41条の規定にかかわらず、

次に定めるところによる。

(!)特別税額控除対象納税義務者の

特別税額控除前の普通徴収に係る

個人の市民税の額(葡条第ま項の規

定の適用がないものとした場合に

算出される普通徴収に係る個人の

市民税の額をいう。)、特別税額控

除前の普通徴収に係る個人の県民

税の額(法附則第5条の8第1項及
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び第2項の規定の適用がないもの

とした場合に算出される普通徴収

に係る個人の県民税の額をいう。)

及び普通徴収に係る森林環境税の

額の合算額(以下この号において

「特別税額控除前の普通徴収に係

る個人の住民税の額」という。)か

らその者の普通徴収に係る個人の

市民税の額、普通徴収に係る個人の

県民税の額及び普通徴収に係る森

林環境税の額の合算額を控除した

額(以下この項において「普通徴収

の個人の住民税に係る特別税額控

除額」という。)がその者の特別税

額控除前の普通徴収に係る個人の

住民税の額を4で除して得た金額

(当該金額に1,000円未満の端数が

あるとき、又は当該金額の全額が

1,000円未満であるときは、その端

数金額又はその金額を切り捨てた

金額。以下この項において「分割金

額」という。)に3を乗じて得た金

額をその者の特別税額控除前の普

通徴収に係る個人の住民税の額か

ら控除した残額に相当する金額(以

下この項において「第1期分金額」

という。)に満たない場合には、当

該納税通知書に記載すべき各納期

の納付額は、第40条第1項に規定す

る第1期の納期(以下この項、次項

及び次条第1項において「第1期納

期」という。)においてはその者の
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第1期分金額からその者の普通徴

収の個人の住民税に係る特別税額

控除額を控除した額とし、その他の

それぞれの納期においてはその者

の分割金額とする。

(2)特別税額控除対象納税義務者の

普通徴収の個人の住民税に係る特

別税額控除額がその者の第1期分

金額以上であり、かつ、その者の第

1期分金額とその者の分割金額と

の合計額に満たない場合には、当該

納税通知書に記載すべき各納期の

納付額は、第1期納期においてはな

いものとし、第40条第1項に規定す

る第2期の納期(以下この項及び次

条第!項において「第2期納期」と

いう。)においてはその者の第1期

分金額とその者の分割金額との合

計額からその者の普通徴収の個人

の住民税に係る特別税額控除額を

控除した額とし、第40条第1項に規

定する第3期の納期以下この項に

おいて「第3期納期」という。)及

び同条第1項に規定する第4期の

納期(以下この項において「第4期

納期」という。)においてはその者

の分割金額とする。

(3)特別税額控除対象納税義務者の

普通徴収の個人の住民税に係る特

別税額控除額がその者の第1期分

金額とその者の分割金額との合計

額以上であり、かつ、その者の第1
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期分金額とその者の分割金額に2

を乗じて得た金額との合計額に満

たない場合には、当該納税通知書に

記載すべき各納期の納付額は、第!

期納期及び第2期納期においては

ないものとし、第3期納期において

はその者の第!期分金額とその者

の分割金額に2を乗じて得た金額

との合計額からその者の普通徴収

の個人の住民税に係る特別税額控

除額を控除した額とし、第4期納期

においてはその者の分割金額とす

 る。

(4)特別税額控除対象納税義務者の

普通徴収の個人の住民税に係る特

別税額控除額がその者の第!期分

金額とその者の分割金額に2を乗

じて得た金額との合計額以上であ

る場合には、窯該納税通知書に記載

すべき各納期の納付額は、第!期納

期、第2期納期及び第3期納期にお

いてはないものとし、第4期納期に

おいてはその者の普通徴収に係る

個人の市民税の額、普通徴収に係る

個人の県民税の額及び普通徴収に

係る森林環境税の額の合算額とす

 る。

2令和6年度分の個人の市民税(第1

期納期から第47条第1項の規定によ

り普通徴収の方法によって徴収され

ることとなったものを除く。)を同項

の規定により普通徴収の方法によっ
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て徴収する場合については、前項の規

定は、適用しない。

(令和6年度分の公的年金等に係る

所得に係る個人の市民税に関する特

例)

第11条の7 令和6年度分の個人の市

民税に限り、第47条の2第1項の規定

により特別徴収の方法によって徴収

すべき公的年金等に係る所得に係る

個人の市民税(第3項において「年金

所得に係る特別徴収の個人の市民税」

という。)の額及び同条第2項の規定

により普通徴収の方法によって徴収

すべき公的年金等に係る所得に係る

個人の市民税の額については、次に定

めるところによる。

(1特別税額控除対象納税義務者の

特別税額控除前の年金所得に係る

個人の市民税の額(附則第11条の5

第1項の規定の適用がないものと

した場合に算出される第47条の2

第1項に規定する前年中の公的年

金等に係る所得に係る所得割額及

び均等割額(これと併せて賦課徴収

を行う森林環境税額を含む。以下こ

の号及び第5号において同じ。)の

合算額(以下この号及び第5号にお

いて「年金所得に係る所得割額及び

均等割額の合算額」という。)をい

う。以下この号及び第3項第1号に

おいて同じ。)からその者の年金所

得に係る所得割額及び均等割額の
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合算額を控除した額(以下この項及

び第3項において「年金所得に係る

個人の市民税に係る特別税額控除

額」という。)がその者の特別税額

控除前の普通徴収に係る個人の市

民税の額(特別税額控除前の年金所

得に係る個人の市民税の額から特

別税額控除前の特別徴収に係る個

人の市民税の額(特別税額控除前の

年金所得に係る個人の市民税の額

の2分の1に相当する額をいう。以

下この号において同じ。)を控除し

た額をいう。以下この号において同

じ。)を2で除して得た金額(当該

金額に三〇〇〇円未満の端数があると

き、又は当該金額の全額がi,000円

未満であるときは、その端数金額又

はその全額を切り捨てた金額。以下

この項において「第2期分金額」と

いう。)をその者の特別税額控除前

の普通徴収に係る個人の市民税の

額から控除した残額に相当する金

額(以下この項において「第1期分

金額」という。)に満たない場合に

は、第1期納期及び第2期納期に普

通徴収の方法によって徴収すべき

公的年金等に係る所得に係る個人

の市民税の額(以下この項において

「普通徴収対象税額」という。)並

びに第47条の3に規定する特別徴

収対象年金給付の支払をする際、特

別徴収の方法によって徴収すべき
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公的年金等に係る所得に係る個人

の市民税の額(以下この項及び第3

項において「特別徴収対象税額」と

いう。)は、第!期納期においては

その者の第1期分金額からその者

の年金所得に係る個人の市民税に

係る特別税額控除額を控除した残

額に相当する税額、第2期納期にお

いてはその者の第2期分金額に相

当する税額、当該年度の初日の属す

る年の10月1日から11月30日まで

の問においてはその者の特別税額

控除前の特別徴収に係る個人の市

民税の額を3で除して得た金額(当

該金額に100円未満の端数があると

き、又は当該金額の全額が100円未

満であるときは、その端数金額又は

その全額を切り捨てた金額。以下こ

の項において「分割金額」という。)

に2を乗じて得た金額をその者の

特別税額控除前の特別徴収に係る

個人の市民税の額から控除した残

額に相当する金額(以下この項にお

いて「IO月分金額」という。〉に相

当する税額、同年12月!日から翌年

の3月31日までの間においてはそ

の者の分割金額に相当する税額と

する。

(2)特別税額控除対象納税義務者の

年金所得に係る個人の市民税に係

る特別税額控除額がその者の第1

期分金額以上であり、かつ、その者
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の第1期分金額とその者の第2期

分金額との合計額に満たない場合

には、普通徴収対象税額及び特別徴

収対象税額は、第!期納期における

税額はないものとし、第2期納期に

おいてはその者の第!期分金額と

その者の第2期分金額との合計額

からその者の年金所得に係る個人

の市民税に係る特別税額控除額を

控除した残額に相当する税額、当該

年度の初日の属する年のio月1日

からli月30日までの間においては

その者の⑳月分金額に相当する税

額、同年12月1日から翌年の3月31

日までの間においてはその者の分

割金額に相当する税額とする。

(3)特別税額控除対象納税義務者の

年金所得に係る個人の市民税に係

る特別税額控除額がその者の第1

期分金額とその者の第2期分金額

との合計額以上であり、かつ、その

者の第1期分金額、その者の第2期

分金額及びその者の10月分金額の

合計額に満たない場合には、普通徴

収対象税額及び特別徴収対象税額

は、第1期納期及び第2期納期にお

ける税額はないものとし、当該年度

の初日の属する年の10月!日から

!l月30日までの問においてはその

者の第1期分金額、その者の第2期

分金額及びその者の10月分金額の

合計額からその者の年金所得に係
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る個人の市民税に係る特別税額控

除額を控除した残額に相当する税

額、同年12月!日から翌年の3月31

日までの間においてはその者の分

割金額に相当する税額とする。

(4)特別税額控除対象納税義務者の

年金所得に係る個人の市民税に係

る特別税額控除額がその者の第1

期分金額、その者の第2期分金額及

びその者の10月分金額の合計額以

上であり、かつ、その者の第1期分

金額、その者の第2期分金額、その

者の10月分金額及びその者の分割

金額の合計額に満たない場合には、

普通徴収対象税額及び特別徴収対

象税額は、第!期納期及び第2期納

期並びに当該年度の初日の属する

年の10月1日から1!月30日までの

間における税額はないものとし、同

年}2月!日から翌年の1月綴日ま

での間においてはその者の第1期

分金額、その者の第2期分金額、そ

の者の10月分金額及びその者の分

割金額の合計額からその者の年金

所得に係る個人の市民税に係る特

別税額控除額を控除した残額に相

当する税額、同年2月1日から3月

31日までの間においてはその者の

分割金額に相当する税額とする。

(5)特別税額控除対象納税義務者の

年金所得に係る個人の市民税に係

る特別税額控除額がその者の第1

15



期分金額、その者の第2期分金額、

その者のio月分金額及びその者の

分割金額の合計額以上である場合

には、普通徴収対象税額及び特別徴

収対象税額は、第1期納期及び第2

期納期並びに当該年度の初日の属

する年のio月!日から翌年の!月

31日までの間における税額はない

ものとし、同年2月1日から3月31

日までの間においてはその者の年

金所得に係る所得割額及び均等割

額の合算額に相当する税額とする。

2前項の規定の適用がある場合にお

ける第47条の4の規定の適用につい

ては、同条第2項中「年金所得に係る

特別徴収税額を当該年度の初日の属

する年の10月1日から翌年の3月31

日までの間における当該特別徴収対

象年金所得者に係る特別徴収対象年

金給付の支払の回数で除して得た額」

とあるのは、「附則第11条の7第1項

各号に規定する特別徴収の方法によ

って徴収すべき額」とする。

3令和6年度分の個人の市民税に限

り、年金所得に係る特別徴収の個人の

市民税の額第1項の規定の適用があ

るものを除く。)については、次に定

めるところによる。

(1)特別税額控除対象納税義務者の

年金所得に係る個人の市民税に係

る特別税額控除額がその者の特別

税額控除前の特別徴収に係る個人

16



の市民税の額(特別税額控除前の年

金所得に係る個人の市民税の額か

ら第47条の5第!項に規定する年

金所得に係る仮特別徴収税額を控

除した額をいう。以下この号におい

て同じ。)を3で除して得た金額(当

該金額に100円未満の端数があると

き、又は当該金額の全額が100円未

満であるときは、その端数金額又は

その全額を切り捨てた金額。以下こ

の項において「分割金額」という。)

に2を乗じて得た金額をその者の

特別税額控除前の特別徴収に係る

個人の市民税の額から控除した残

額に相当する金額(以下この項にお

いて「IO月分金額」という。)に満

たない場合には、特別徴収対象税額

は、当該年度の初日の属する年のIO

月1日から1i月30弩までの問にお

いてはその者の10月分金額からそ

の者の年金所得に係る個人の市民

税に係る特別税額控除額を控除し

た残額に相当する税額、同年12月1

日から翌年の3月31日までの問に

おいてはその者の分割金額に相当

する税額とする。

(2)特別税額控除対象納税義務者の

年金所得に係る個人の市民税に係

る特別税額控除額がその者の10月

分金額以上であり、かつ、その者の

10月分金額とその者の分割金額と

の合計額に満たない場合には、特別

17



徴収対象税額は、当該年度の初日の

属する年の10月1日からi1月30日

までの間における税額はないもの

とし、同年12月!日から翌年の!月

31日までの間においてはその者の

!0月分金額とその者の分割金額と

の合計額からその者の年金所得に

係る個人の市民税に係る特別税額

控除額を控除した残額に相当する

税額、同年2月1日から3月31日ま

での間においてはその者の分割金

額に相当する税額とする。

(3)特別税額控除対象納税義務者の

年金所得に係る個人の市民税に係

る特別税額控除額がその者の10月

分金額とその者の分割金額との合

計額以上である場合には、特別徴収

対象税額は、当該年度の初日の属す

る年の10月1日から翌年の1月31

日までの間における税額はないも

のとし、同年2月1日から3月3i日

までの間においてはその者の第47

条の5第2項の規定により読み替

えられた第47条の2第1項に規定

する年金所得に係る特別徴収税額

に相当する税額とする。

4前項の規定の適用がある場合にお

ける第47条の4の規定の適用につい

ては、同条第2項中「年金所得に係る

特別徴収税額を当該年度の初日の属

する年の10月1日から翌年の3月31

日までの問における当該特別徴収対
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象年金所得者に係る特別徴収対象年

金給付の支払の回数で除して得た額」

とあるのは、「附則第11条の7第3項

各号に規定する特別徴収の方法によ

って徴収すべき額」とする。

5令和6年度分の個人の市民税につ

き第47条の6第!項の規定の適用が

ある場合については、前各項の規定

は、適用しない。

(令和7年度分の個人の市民税の特

別税額控除〉

第ll条の8令和7年度分の個人の市

民税に限り、法附則第5条の12第3項

及び第4項に規定するところにより

控除すべき市民税に係る令和7年度

分特別税額控除額を、同条第3項に規

定する特別税額控除対象納税義務者

の第35条の3、第35条の5から第35

条の8まで、附則第9条の3第2項、

附則第1i条第1項、附則第11条の3の

2第!項、附則第11条の4及び附則第

13条の2の規定を適用した場合の所

得割の額から控除する。

(肉用牛の売却による事業所得に係

る市民税の課税の特例)

第12条(略)

2前項に規定する各年度分の個人の

市民税に限り、法附則第6条第5項に

規定する場合において、第36条の3第

1項の規定による申告書に肉用牛の

売却に係る租税特別措置法第25条第

2項第2号に規定する事業所得の明

(肉用牛の売却による事業所得に係

る市民税の課税の特例)

第i2条(略)

2前項に規定する各年度分の個人の

市民税に限り、法附則第6条第5項に

規定する場合において、第36条の3第

1項の規定による申告書に肉用牛の

売却に係る租税特別措置法第25条第

2項第2号に規定する事業所得の明
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細に関する事項の記載があるときは、

その者の前年の総所得金額に係る市

民税の所得割の額は、第34条から第35

条の3まで、第35条の5から第35条の

7まで、附則第11条第1項、附則第11

条の3第!項、附則第!!条の3の2第

1項及び附則第i!条の4の規定にか

かわらず、法附則第6条第5項各号に

掲げる金額の合計額とすることがで

きる。

3前項の規定の適用がある場合にお

ける第35条の8第i項、附則第11条の

5第1項及び前条の規定の適用につ

いては、第35条の8第1項中「前3条」

とあるのは「前3条並びに附則第12

条第2項」と、附則第!!条の5第!項

中「前条及び」とあるのは「前条、附

則第12条第2項及び」と、前条中「附

則第11条の4及び」とあるのは「附則

第l!条の4、次条第2項及び」とする。

(法附則第15条第2項第1号等の条

例で定める割合)

第14条の2(略)

2～6(略)

7法附則第!5条第25項第3号イに規

定する設備について同号に規定する

条例で定める割合は、4分の3とす

 る。

8法附則第!5条第25項第3号ロに規

定する設備について同号に規定する

条例で定める割合は、4分の3とす

 る。

細に関する事項の記載があるときは、

その者の前年の総所得金額に係る市

民税の所得割の額は、第34条から第35

条の3まで、第35条の5から第35条の

7まで、附則第11条第1項、附則第il

条の3第!項、附則第1!条の3の2第

i項及び前条の規定にか

かわらず、法附則第6条第5項各号に

掲げる金額の合計額とすることがで

きる。

3前項の規定の適用がある場合にお

ける第35条の8第i項

の規定の適用につ

いては、同項中 「前3条」

とあるのは、「前3条並びに附則第i2

条第2項」とする

。

(法附則第15条第2項第1号等の条

例で定める割合)

第i4条の2(略)

2～6(略)

7法附則第15条第25項第2号イに規

定する設備について同号に規定する

条例で定める割合は、4分の3とす

 る。

8法附則第15条第25項第2号ロに規

定する設備について同号に規定する

条例で定める割合は、4分の3とす

 る。
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9法附則第15条第25項第3号ハに規

定する設備について同号に規定する

条例で定める割合は、4分の3とす

 る。

10法附則第15条第25項第4号イに規

定する設備について同号に規定する

条例で定める割合は、2分のiとす

 る。

1i法附則第15条第25項第4号ロに規

定する設備について同号に規定する

条例で定める割合は、2分の三とす

 る。

12法附則第15条第25項第4号ハに規

定する設備について同号に規定する

条例で定める割合は、2分の}とす

 る。

13(略)

!4(略)

(新築住宅等に対する

固定資産税の減額の規定

の適用を受けようとする者がすべき

申告)

第14条の3(略)

2(略)

3市長は、法附則第15条の7第1項又

は第2項の認定長期優良住宅のうち

区分所有に係る住宅については、前項

の申告書の提出がなかった場合にお

いても、長期優良住宅の普及の促進に

9法附則第15条第25項第2号ハに規

定する設備について同号に規定する

条例で定める割合は、4分の3とす

 る。

lO法附則第15条第25項第3号イに規

定する設備について同署に規定する

条例で定める割合は、2分の!とす

 る。

11法附則第15条第25項第3号ロに規

定する設備について同号に規定する

条例で定める割合は、2分の1とす

 る。

12法附則第15条第25項第3号ハに規

定する設備について同号に規定する

条例で定める割合は、2分の1とす

 る。

13(略)

14法附則第15条第32項に規定する条

例で定める割合は、2分の1とする。

!5(略)

(サービス付き高齢者向け賃貸住宅

等に対する固定資産税の減額の規定

の適用を受けようとする者がすべき

申告)

第i4条の3(略)

2(略)
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関する法律平成20年法律第87号第

5条第4項に規定する管理者等から、

法附則第15条の7第3項に規定する

期間内に施行規則附則第7条第4項

に規定する書類の提出がされ、かつ、

当該区分所有に係る住宅が法附則第

15条の7第!項又は第2項に規定す

る要件に該当すると認められるとき

は、前項の規定にかかわらず、同条第

1項又は第2項の規定を適用するこ

とができる。

4(略)

5法附則第15条の9第4項の高齢者

等居住改修住宅又は同条第5項の高

齢者等居住改修専有部分について、こ

れらの規定の適用を受けようとする

者は、同条第4項に規定する居住安全

改修工事が完了した日から3月以内

に、次に掲げる事項を記載した申告書

に法施行規則附則第7条第9項各号

に掲げる書類を添付して市長に提出

しなければならない。

(1)～(7)(田各)

6法附則第!5条の9第9項の熱損失

防止改修等住宅又は同条第10項の熱

損失防止改修等専有部分について、こ

れらの規定の適用を受けようとする

者は、同条第9項に規定する熱損失防

止改修工事等が完了した日から3月

以内に、次に掲げる事項を記載した申

告書に法施行規則附則第7条第10項

各号に掲げる書類を添付して市長に

3(略)

4法附則第!5条の9第4項の高齢者

等居住改修住宅又は同条第5項の高

齢者等居住改修専有部分について、こ

れらの規定の適用を受けようとする

者は、同条第4項に規定する居住安全

改修工事が完了した日から3月以内

に、次に掲げる事項を記載した申告書

に法施行規則附則第7条第8項各号

に掲げる書類を添付して市長に提出

しなければならない。

(1)～(7)(略)

5法附則第15条の9第9項の熱損失

防止改修等住宅又は同条第!0項の熱

損失防止改修等専有部分について、こ

れらの規定の適用を受けようとする

者は、同条第9項に規定する熱損失防

止改修工事等が完了した日から3月

以内に、次に掲げる事項を記載した申

告書に法施行規則附則第7条第9項

各号に掲げる書類を添付して市長に
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提出しなければならない。

(1)～(6)(田各)

7法附則第15条の9の2第1項に規

定する特定耐震基準適合住宅につい

て、同項の規定の適用を受けようとす

る者は、当該特定耐震基準適合住宅に

係る耐震改修が完了した日から3月

以内に、次に掲げる事項を記載した申

告書に法施行規則附則第7条第11項

各号に掲げる書類を添付して市長

に提出しなければならない。

(1)～(6)(田各)

8法附則第15条の9の2第4項に規

定する特定熱損失防止改修等住宅又

は同条第5項に規定する特定熱損失

防止改修等住宅専有部分について、こ

れらの規定の適用を受けようとする

者は、法附則第15条の9第9項に規定

する熱損失防止改修工事等が完了し

た日から3月以内に、次に掲げる事項

を記載した申告書に法施行規則附則

第7条第12項各号に掲げる書類を添

付して市長に提出しなければならな

 い○

(!)～(6)(田各)

9法附則第15条のio第1項の耐震基

準適合家屋について、同項の規定の適

用を受けようとする者は、当該耐震基

準適合家屋に係る耐震改修が完了し

た日から3月以内に、次に掲げる事項

を記載した申告書に法施行規則附則

第7条第18項に規定する補助に係る

提出しなければならない。

(1)～(6)(匿各)

6法附則第15条の9の2第1項に規

定する特定耐震基準適合住宅につい

て、同項の規定の適用を受けようとす

る者は、当該特定耐震基準適合住宅に

係る耐震改修が完了した日から3月

以内に、次に掲げる事項を記載した申

告書に法施行規則附則第7条第10項

各号に規定する書類を添付して市長

に提出しなければならない。

(1)～(6)(霞各)

7法附則第15条の9の2第4項に規

定する特定熱損失防止改修等住宅又

は同条第5項に規定する特定熱損失

防止改修等住宅専有部分について、こ

れらの規定の適用を受けようとする

者は、法附則第15条の9第9項に規定

する熱損失防止改修工事等が完了し

た日から3月以内に、次に掲げる事項

を記載した申告書に法施行規則附則

第7条第11項各号に掲げる書類を添

付して市長に提出しなければならな

 い。

(1)～(6)(属各)

8法附則第15条のio第1項の耐震基

準適合家屋について、同項の規定の適

用を受けようとする者は、当該耐震基

準適合家屋に係る耐震改修が完了し

た日から3月以内に、次に掲げる事項

を記載した申告書に法施行規則附則

第7条第17項に規定する補助に係る
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補助金確定通知書の写し、建築物の耐

震改修の促進に関する法律(平成7年

法律第i23号)第7条又は同法附則第

3条第!項の規定による報告の写し

及び当該耐震改修後の家屋が令附則

第!2条第19項に規定する基準を満た

すことを証する書類を添付して市長

に提出しなければならない。

(1)～(4)(略)

(5)法施行規則附則第7条第!8項に

規定する補助の算定の基礎となっ

た当該耐震基準適合家屋に係る耐

震改修に要した費用

(6)(略)

(土地に対して課する令和6年度か

ら令和8年度までの各年度分の固定

資産税の特例に関する用語の意義)

第15条(略)

(令和7年度又は令和8年度におけ

る土地の価格の特例)

第!5条の2市の区域内の自然的及び

社会的条件からみて類似の利用価値

を有すると認められる地域において

地価が下落し、かつ、市長が十地の修

正前の価格(法附則第17条の2第1項

に規定する修正前の価格をいう。)を

当該年度分の固定資産税の課税標準

とすることが固定資産税の課税上著

しく均衡を失すると認める場合にお

ける当該土地に対して課する閲定資

産税の課税標準は、第67条の規定にか

かわらず、令和7年度分又は令和8年

補助金確定通知書の写し、建築物の耐

震改修の促進に関する法律(平成7年

法律第!23号)第7条又は同法附則第

3条第!項の規定による報告の写し

及び当該耐震改修後の家屋が令附則

第12条第19項に規定する基準を満た

すことを証する書類を添付して市長

に提出しなければならない。

(1〉～(4)(田谷)

(5)法施行規則附則第7条第17項に

規定する補助の算定の基礎となっ

た当該耐震基準適合家屋に係る耐

震改修に要した費用

(6)(略)

(土地に対して課する令和3年度か

ら令和5年度までの各年度分の固定

資産税の特例に関する用語の意義)

第拓条(略)

(令和4年度又は令和5年度におけ

る土地の価格の特例)

第!5条の2市の区域内の自然的及び

社会的条件からみて類似の利用価値

を有すると認められる地域において

地価が下落し、かつ、市長が十地の修

正前の価格(法附則第17条の2第1項

に規定する修正前の価格をいう。)を

当該年度分の固定資産税の課税標準

とすることが固定資産税の課税上著

しく均衡を失すると認める場合にお

ける当該土地に対して課する周定資

産税の課税標準は、第67条の規定にか

かわらず、令和4年度分業は令和5年
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度分の固定資産税に限り、当該土地の

修正価格(法附則第17条の2第1項に

規定する修正価格をいう。)で土地課

税台帳等に登録されたものとする。

2法附則第17条の2第2項に規定す

る令和7年度適用土地又は令和7年

度類似適用土地であって、令和8年度

分の固定資産税について前項の規定

の適用を受けないこととなるものに

対して課する同年度分の固定資産税

の課税標準は、第67条の規定にかかわ

らず、修正された価格(法附則第!7

条の2第2項に規定する修正された

価格をいう。)で土地課税台帳等に登

録されたものとする。

(宅地等に対して課する令和6年度

から令和8年度までの各年度分の固

定資産税の特例)

第16条宅地等に係る令和6年度から

令和8年度までの各年度分の固定資

産税の額は、当該宅地等に係る当該年

度分の固定資産税額が、当該宅地等の

当該年度分の固定資産税に係る前年

度分の固定資産税の課税標準額に、当

該宅地等に係る当該年度分の固定資

産税の課税標準となるべき価格(蝸該

宅地等が当該年度分の固定資産税に

ついて法第349条の3の2の規定の適

用を受ける宅地等であるときは、当該

価格に同条に定める率を乗じて得た

額。以下この条において同じ。)にioO

分の5

度分の固定資産税に限り、当該土地の

修正価格(法附則第葺条の2第1項に

規定する修正価格をいう。)で土地課

税台帳等に登録されたものとする。

2法附則第17条の2第2項に規定す

る令和4年度適用十地又は令和4年

度類似適用土地であって、令和5年度

分の固定資産税について前項の規定

の適用を受けないこととなるものに

対して課する同年度分の固定資産税

の課税標準は、第67条の規定にかかわ

らず、修正された価格(法附則第i7

条の2第2項に規定する修正された

価格をいう。)で土地課税台帳等に登

録されたものとする。

(宅地等に対して課する令和3年度

から令和5年度までの各年度分の固

定資産税の特例)

第16条宅地等に係る令和3年度から

令和5年度までの各年度分の固定資

産税の額は、当該宅地等に係る当該年

度分の固定資産税額が、当該宅地等の

当該年度分の固定資産税に係る前年

度分の固定資産税の課税標準額に、当

該宅地等に係る当該年度分の固定資

産税の課税標準となるべき価格(蝸該

宅地等が当該年度分の固定資産税に

ついて法第349条の3の2の規定の適

用を受ける宅地等であるときは、当該

価格に同条に定める率を乗じて得た

額。以下この条において同じ。)に100

分の5(商業地等に係る令和4年度分
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を乗じて得た額を加算した額

(当該宅地等が当該年度分の固定資

産税について法第349条の3又は法附

則第!5条若しくは第!5条の3の規定

の適用を受ける宅地等であるときは、

当該額にこれらの規定に定める率を

乗じて得た額)を当該宅地等に係る当

該年度分の固定資産税の課税標準と

なるべき額とした場合における固定

資産税額(以下「宅地等調整固定資産

税額」という。)を超える場合には、

当該宅地等調整固定資産税額とする。

2前項の規定の適用を受ける商業地

等に係る令和6年度から令和8年度

までの各年度分の宅地等調整固定資

産税額は、鶉該宅地等調整固定資産税

額が、当該商業地等に係る当該年度分

の固定資産税の課税標準となるべき

価格に10分の6を乗じて得た額(当該

商業地等が当該年度分の固定資産税

について法第349条の3又は法附則第

15条若しくは第i5条の3の規定の適

用を受ける商業地等であるときは、当

該額にこれらの規定に定める率を乗

じて得た額)を当該商業地等に係る当

該年度分の固定資産税の課税標準と

なるべき額とした場合における固定

資産税額を超える場合には、同項の規

定にかかわらず、当該固定資産税額と

の固定資産税にあっては、IOO分の

2.5)を乗じて得た額を加算した額(令

和3年度分の固定資産税にあっては、

前年度分の固定資産税の課税標準額)

(当該宅地等が当該年度分の固定資

産税について法第349条の3又は附則

第15条若しくは第!5条の3の規定

の適用を受ける宅地等であるときは、

当該額にこれらの規定に定める率を

乗じて得た額)を当該宅地等に係る当

該年度分の固定資産税の課税標準と

なるべき額とした場合における固定

資産税額(以下「宅地等調整固定資産

税額」という。)を超える場合には、

当該宅地等調整固定資産税額とする。

2前項の規定の適用を受ける商業地

等に係る令和4年度分及び令和5年

度分の宅地等調整固定資

産税額は、窯該宅地等調整固定資産税

額が、当該商業地等に係る当該年度分

の固定資産税の課税標準となるべき

価格に10分の6を乗じて得た額(当該

商業地等が当該年度分の固定資産税

について法第349条の3又は附則第i5

条若しくは第焉条の3の規定の適

用を受ける商業地等であるときは、当

該額にこれらの規定に定める率を乗

じて得た額)を当該商業地等に係る当

該年度分の固定資産税の課税標準と

なるべき額とした場合における固定

資産税額を超える場合には、同項の規

定にかかわらず、当該固定資産税額と
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する。

3第1項の規定の適用を受ける宅地

等に係る令和6年度から令和8年度

までの各年度分の宅地等調整固定資

産税額は、当該宅地等調整固定資産税

額が、当該宅地等に係る当該年度分の

固定資産税の課税標準となるべき価

格にIO分の2を乗じて得た額(当該宅

地等が当該年度分の固定資産税につ

いて法第349条の3又は法附則第!5条

若しくは第15条の3の規定の適用を

受ける宅地等であるときは、当該額に

これらの規定に定める率を乗じて得

た額)を当該宅地等に係る当該年度分

の固定資産税の課税標準となるべき

額とした場合における固定資産税額

に満たない場合には、同項の規定にか

かわらず、当該固定資産税額とする。

4商業地等のうち当該商業地等の当

該年度の負担水準が0.6以上.O.7以下

のものに係る令和6年度から令和8

年度までの各年度分の固定資産税の

額は、第!項の規定にかかわらず、当

該商業地等の当該年度分の固定資産

税に係る前年度分の固定資産税の課

税標準額(当該商業地等が当該年度分

の固定資産税について法第349条の3

又は法附則第15条若しくは第15条の

3の規定の適用を受ける商業地等で

あるときは、前年度分の固定資産税の

課税標準額にこれらの規定に定める

率を乗じて得た額)を当該商業地等に

する。

3第1項の規定の適用を受ける宅地

等に係る令和4年度分及び令和5年

度分の宅地等調整固定資

産税額は、当該宅地等調整固定資産税

額が、当該宅地等に係る当該年度分の

固定資産税の課税標準となるべき価

格にIO分の2を乗じて得た額(当該宅

地等が当該年度分の固定資産税につ

いて法第349条の3又は附則第15条

若しくは第15条の3の規定の適用を

受ける宅地等であるときは、当該額に

これらの規定に定める率を乗じて得

た額)を当該宅地等に係る当該年度分

の固定資産税の課税標準となるべき

額とした場合における固定資産税額

に満たない場合には、同項の規定にか

かわらず、当該固定資産税額とする。

4商業地等のうち当該商業地等の当

該年度の負担水準が0.6以上0.7以下

のものに係る令和3年度から令和5

年度までの各年度分の固定資産税の

額は、第1項の規定にかかわらず、当

該商業地等の当該年度分の固定資産

税に係る前年度分の固定資産税の課

税標準額(当該商業地等が当該年度分

の固定資産税について法第349条の3

又は附則第15条若しくは第15条の

3の規定の適用を受ける商業地等で

あるときは、前年度分の固定資産税の

課税標準額にこれらの規定に定める

率を乗じて得た額)を当該商業地等に
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係る当該年度分の固定資産税の課税

標準となるべき額とした場合におけ

る固定資産税額(以下「商業地等据置

固定資産税額」という。)とする。

5商業地等のうち当該商業地等の当

該年度の負担水準が0.7を超えるもの

に係る令和6年度から令和8年度ま

での各年度分の固定資産税の額は、第

1項の規定にかかわらず、当該商業地

等に係る当該年度分の固定資産税の

課税標準となるべき価格に10分の7

を乗じて得た額(当該商業地等が当該

年度分の固定資産税について法第349

条の3又は法附則第15条若しくは第

15条の3の規定の適用を受ける商業

地等であるときは、当該額にこれらの

規定に定める率を乗じて得た額)を当

該商業地等に係る当該年度分の固定

資産税の課税標準となるべき額とし

た場合における固定資産税額(以下

「商業地等調整固定資産税額」とい

う。)とする。

第16条の2地方税法等の一部を改正

する法律(令和6年法律第4号)附則

第21条第1項の規定に基づき、令和6

年度から令和8年度までの各年度分

の固定資産税については、法附則第18

条の3の規定を適用しないこととす

 る。

(農地に対して課する令和6年度か

ら令和8年度までの各年度分の固定

資産税の特例)

係る当該年度分の固定資産税の課税

標準となるべき額とした場合におけ

る固定資産税額(以下「商業地等据置

固定資産税額」という。)とする。

5商業地等のうち当該商業地等の当

該年度の負担水準が0.7を超えるもの

に係る令和3年度から令和5年度ま

での各年度分の固定資産税の額は、第

1項の規定にかかわらず、当該商業地

等に係る当該年度分の固定資産税の

課税標準となるべき価格に10分の7

を乗じて得た額(当該商業地等が当該

年度分の固定資産税について法第349

条の3又は附則第15条若しくは第

i5条の3の規定の適用を受ける商業

地等であるときは、当該額にこれらの

規定に定める率を乗じて得た額)を当

該商業地等に係る当該年度分の固定

資産税の課税標準となるべき額とし

た場合における固定資産税額(以下

「商業地等調整固定資産税額」とい

う。)とする。

第!6条の2地方税法等の一部を改正

する法律(令和3年法律第7号)附則

第14条第1項の規定に基づき、令和3

年度から令和5年度までの各年度分

の固定資産税については、法附則第娼

条の3の規定を適用しないこととす

 る。

(農地に対して課する令和3年度か

ら令和5年度までの各年度分の固定

資産税の特例)
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第18条農地に係る令和6年度から令

和8年度までの各年度分の固定資産

税の額は、当該農地に係る当該年度分

の固定資産税額が、当該農地に係る当

該年度分の固定資産税に係る前年度

分の固定資産税の課税標準額(当該農

地が当該年度分の固定資産税につい

て法第349条の3又は法附則第15条若

しくは第15条の3の規定の適用を受

ける農地であるときは、当該課税標準

額にこれらの規定に定める率を乗じ

て得た額)

に、当該農地の当該年度の次の表の左

欄に掲げる負担水準の区分に応じ、同

表の右欄に掲げる負担調整率を乗じ

 て得た額

第18条農地に係る令和3年度から令

和5年度までの各年度分の固定資産

税の額は、当該農地に係る当該年度分

の固定資産税額が、当該農地に係る当

該年度分の固定資産税に係る前年度

分の固定資産税の課税標準額(当該農

地が当該年度分の固定資産税につい

て法第349条の3又は附則第15条若

しくは第15条の3の規定の適用を受

ける農地であるときは、当該課税標準

額にこれらの規定に定める率を乗じ

て得た額。以下この項において同じ。)

に、当該農地の当該年度の次の表の左

欄に掲げる負担水準の区分に応じ、同

表の右欄に掲げる負担調整率を乗じ

て得た額(令和3年度分の固定資産税

にあっては、前年度分の固定資産税の

を当該農地に係る当該年

度分の固定資産税の課税標準となる

べき額とした場合における固定資産

税額(以下「農地調整固定資産税額」

という。)を超える場合には、当該農

地調整固定資産税額とする。

課税標準額)を当該農地に係る当該年

度分の固定資産税の課税標準となる

べき額とした場合における固定資産

税額(以下「農地調整固定資産税額」

という。)を超える場合には、当該農

地調整固定資産税額とする。

     負担水準の区分負担調整率負担水準の区分負担調整率

     (略)(略)(略)(略)

(特別土地保有税の課税の特例)

第21条附則第16条第1項から第5項

までの規定の適用がある宅地等(附則

第15条第2号に掲げる宅地等をいう

ものとし、法第349条の3、第349条の

3の2又は法附則第15条若しくは第

15条の3の規定の適用がある宅地等

(特別土地保有税の課税の特例)

第21条附則第16条第1項から第5項

までの規定の適用がある宅地等(附則

第15条第2号に掲げる宅地等をいう

ものとし、法第349条の3、第349条の

3の2又は附則第15条若しくは第

i5条の3の規定の適用がある宅地等
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を除く。)に対して課する令和6年度

から令和8年度までの各年度分の特

別土地保有税については、第134条の

9第!号中「当該年度分の固定資産税

の課税標準となるべき価格」とあるの

は、「当該年度分の固定資産税に係る

附則第16条第!項から第5項までに

規定する課税標準となるべき額」とす

 る。

2法附則第11条の5第1項に規定す

る宅地評価i土地の取得のうち平成18

年!月!日から令和9年3月3!日ま

での間にされたものに対して課する

特別土地保有税については、第134条

の9第2号中「不動産取得税の課税標

準となるべき価格」とあるのは「不動

産取得税の課税標準となるべき価格

(法附則第1ま条の5第!項の規定の

適用がないものとした場合における

課税標準となるべき価格をいう。)に

2分の1を乗じて得た額」とし、「令

第54条の38第1項に規定する価格」と

あるのは「令第54条の38第1項に規定

する価格(法附則第ll条の5第1項の

規定の適用がないものとした場合に

おける価格をいう。)に2分の1を乗

じて得た額」とする。

3～4(略)

(上場株式等に係る配当所得等に係

る市民税の課税の特例)

第24条(略)

2(略)

を除く。)に対して課する令和3年度

から令和5年度までの各年度分の特

別±地保有税については、第134条の

9第!号中「当該年度分の固定資産税

の課税標準となるべき価格」とあるの

は、「当該年度分の固定資産税に係る

附則第16条第1項から第5項までに

規定する課税標準となるべき額」とす

 る。

2法附則第!1条の5第1項に規定す

る宅地評価土地の取得のうち平成娼

年1月!響から令和6年3月3三日ま

での間にされたものに対して課する

特別土地保有税については、第134条

の9第2号中「不動産取得税の課税標

準となるべき価格」とあるのは「不動

産取得税の課税標準となるべき価格

(法附則第1!条の5第!項の規定の

適用がないものとした場合における

課税標準となるべき価格をいう。)に

2分の1を乗じて得た額」とし、「令

第54条の38第1項に規定する価格」と

あるのは「令第54条の38第1項に規定

する価格(法附則第il条の5第1項の

規定の適用がないものとした場合に

おける価格をいう。)に2分の1を乗

じて得た額」とする。

3～4(略)

(上場株式等に係る配当所得等に係

る市民税の課税の特例)

第24条(略)

2(略)
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3第1項の規定の適用がある場合に

は、次に定めるところによる。

(1)～(4)(田各)

(5)附則第11条の5及び附則第11条

の8の規定の適用については、附則

第i1条の5第1項及び附則第11条

の8中「所得割の額」とあるのは、

「所得割の額並びに附則第24条第

1項の規定による市民税の所得割

の額」とする。

(土地の譲渡等に係る事業所得等に

係る市民税の課税の特例)

第25条(略)

2(略)

3第1項の規定の適用がある場合に

は、次に定めるところによる。

(1)～(4)(田各)

5)附則第11条の5及び附則第11条

の8の規定の適用については、附則

第i1条の5第1項及び附則第11条

の8中「所得割の額」とあるのは、

「所得割の額並びに附則第25条第

1項の規定による市民税の所得割

の額」とする。

4(略)

(長期譲渡所得に係る個人の市民税

の課税の特例)

第26条(略)

2(略)

3第1項の規定の適用がある場合に

は、次に定めるところによる。

3第1項の規定の適用がある場合に

は、次に定めるところによる。

(li)～(4)(田各)

(土地の譲渡等に係る事業所得等に

係る市民税の課税の特例)

第25条(略)

2(略)

3第1項の規定の適用がある場合に

は、次に定めるところによる。

(1)～(4)(馬各)

4(略)

(長期譲渡所得に係る個人の市民税

の課税の特例)

第26条(略)

2(略)

3第!項の規定の適用がある場合に

は、次に定めるところによる。
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(1)～(4)(田各)

(5)附則第ll条の5及び附則第11条

の8の規定の適用については、附則

第H条の5第1項及び附則第1!条

の8中「所得割の額」とあるのは、

「所得割の額並びに附則第26条第

!項の規定による市民税の所得割

の額」とする。

(短期譲渡所得に係る個人の市民税

の課税の特例)

第28条(略)

2～4(略)

5第1項の規定の適用がある場合に

は、次に定めるところによる。

(!)～(4)(田各)

(5)附則第11条の5及び附則第11条

の8の規定の適用については、附則

第H条の5第1項及び附則第11条

の8中「所得割の額」とあるのは、

「所得割の額並びに附則第28条第

!項の規定による市民税の所得割

の額」とする。

(一般株式等に係る譲渡所得等に係

る個人の市民税の課税の特例)

第29条(略)

2前項の規定の適用がある場合には、

次に定めるところによる。

(1)～(4)(田各)

(5)附則第l!条の5及び附則第!1条

の8の規定の適用については、附則

第il条の5第1項及び附則第11条

(1)～(4)(田各)

(短期譲渡所得に係る個人の市民税

の課税の特例)

第28条(略)

2～4(略)

5第1項の規定の適用がある場合に

は、次に定めるところによる。

(1)～(4)(田各)

(一般株式等に係る譲渡所得等に係

る個人の市民税の課税の特例)

第29条(略)

2前項の規定の適用がある場合には、

次に定めるところによる。

(1)～(4〉(匿名)
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の8中「所得割の額」とあるのは、

「所得割の額並びに附則第29条第

!項の規定による市民税の所得割

の額」とする。

(先物取引に係る雑所得等に係る個

人の市民税の課税の特例)

第30条(略)

2前項の規定の適用がある場合には、

次に定めるところによる。

(1)～(4)(田各)

(5)附則第11条の5及び附則第11条

の8の規定の適用については、附則

第H条の5第1項及び附則第11条

の8中「所得割の額」とあるのは、

「所得割の額並びに附則第30条第

1項の規定による市民税の所得割

の額」とする。

(特例適用利子等及び特例適用配当

等に係る個人の市民税の課税の特例)

第30条の2(略)

2前項の規定の適用がある場合には、

次に定めるところによる。

(1)～(4)(略)

(5)附則第ll条の5及び附則第11条

の8の規定の適用については、附則

第H条の5第1項及び附則第11条

の8中「所得割の額」とあるのは、

「所得割の額並びに附則第30条の

2第1項の規定による市民税の所

得割の額」とする。

3・4(略)

(先物取引に係る雑所得等に係る個

人の市民税の課税の特例)

第30条(略)

2前項の規定の適用がある場合には、

次に定めるところによる。

(1)～(4)(田各)

(特例適用利子等及び特例適用配当

等に係る個人の市民税の課税の特例)

第30条の2(略)

2前項の規定の適用がある場合には、

次に定めるところによる。

(1)～(4)(田各)

3・4(略)
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5第3項後段の規定の適用がある場

合には、次に定めるところによる。

(1)～(4)(田各)

(5)附則第11条の5及び附則第11条

の8の規定の適用については、附則

第i1条の5第1項及び附則第11条

の8中「所得割の額」とあるのは、

「所得割の額並びに附則第30条の

2第3項後段の規定による市民税

の所得割の額」とする。

(条約適用利子等及び条約適用配当

等に係る個人の市民税の課税の特例)

第30条の2の2(略)

2前項の規定の適用がある場合には、

次に定めるところによる。

(!)～(4)(田各)

(5)附則第ll条の5及び附則第11条

の8の規定の適用については、附則

第i1条の5第1項及び附則第11条

の8申「所得割の額」とあるのは、

「所得割の額並びに附則第30条の

2の2第1項の規定による市民税

の所得割の額」とする。

3・4(略)

5第3項後段の規定の適用がある場

合には、次に定めるところによる。

(1)～(4)(田各)

5)附則第ll条の5及び附則第11条

の8の規定の適用については、附則

第i1条の5第1項及び附則第11条

の8中「所得割の額」とあるのは、

5第3項後段の規定の適用がある場

合には、次に定めるところによる。

(li)～(4)(田各)

(条約適用利子等及び条約適用配当

等に係る個人の市民税の課税の特例)

第30条の2の2(略)

2前項の規定の適用がある場合には、

次に定めるところによる。

(1)～(4)(田各)

3・4(略)

5第3項後段の規定の適用がある場

合には、次に定めるところによる。

(1)～(4)(匿各)
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  「所得割の額並びに附則第30条の

  2の2第3項後段の規定による市

  民税の所得割の額」とする。6(略)6(略)
附則

(施行期日)

第1条この条例は、令和6年4月1日から施行する。

(固定資産税に関する経過措置)

第2条次項及び第3項に定めるものを除き、改正後の長岡市市税条例の規定中

固定資産税に関する部分は、令和6年度以後の年度分の固定資産税について適

用し、令和5年度分までの固定資産税については、なお従前の例による。

2令和2年4月1日から令和6年3月31日までの問に新たに取得された地方税

法等の一部を改正する法律(令和6年法律第4号)第1条の規定による改正前

の地方税法(昭和25年法律第226号。次項において「旧法」という。)附則第

15条第25項に規定する特定再生可能エネルギー発電設備に対して課する固定

資産税については、なお従前の例による。

3平成29年4月1日から令和6年3月31日までの間に受けた旧法附則第15条第

32項に規定する政府の補助に係る同項に規定する特定事業所内保育施設の用

に供する固定資産に対して課する固定資産税については、なお従前の例による。
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専決第5号

専決処分書

地方自マ台重去㎝召 法律  第頗の より・次のとおり専
決処分する。

令和6年3月30日

長岡市長
磯田達伸

長岡市都禰税条例の一部改正について

改礁法等の改正酔所要の雌行うもの
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長岡市都市計画税条例の一部を改正する条例

長岡市都市計画税条例(昭和45年長岡市条例第33号)の一部を次のように改正

する。

次の表の改正前の欄中の下線が引かれた部分(以下「改五前部分」という。)

及び当該改正前部分に対応する同表の改正後の欄中の下線が引かれた部分(以下

「改正後部分」)という。)について、改正前部分及び改正後部分に字句が記さ

れている場合は改正前部分に記された字句を改正後部分に記された字句に改め、

改正前部分に字句が記され、改正後部分に字句が記されていない場合は当該改正

前部分に記された字句を削るものとする。

  改正後改正前

  附則附則

  1(略)1(略)

  2法附則第15条第32項に規定する条

  例で定める割合は、2分の!とする。

  (宅地等に対して課する令和6年度(宅地等に対して課する令和3年度

  から令和8年度までの各年度分の都から令和5年度までの各年度分の都

  市計画税の特例)市計画税の特例)

  2宅地等に係る令和6年度から令和3宅地等に係る令和3年度から令和

  一8年度までの各年度分の都市計画税5年度までの各年度分の都市計画税
  の額は、当該宅地等に係る当該年度分の額は、当該宅地等に係る当該年度分

  の都市計画税額が、当該宅地等の当該の都市計画税額が、当該宅地等の当該

  年度分の都市計画税に係る前年度分年度分の都市計画税に係る前年度分

  の都市計画税の課税標準額に、当該宅の都市計画税の課税標準額に、当該宅

  地等に係る当該年度分の都市計画税地等に係る当該年度分の都市計画税

  の課税標準となるべき価格(当該宅地の課税標準となるべき価格(当該宅地

  等が当該年度分の都市計画税につい等が当該年度分の都市計画税につい

  て法第702条の3の規定の適用を受けて法第702条の3の規定の適用を受け

  る宅地等であるときは、当該価格に同る宅地等であるときは、当該価格に同

  条に定める率を乗じて得た額。以下同条に定める率を乗じて得た額。以下同

  じ。)にIOO分の5じ。)に100分の5(商業地等に係る
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を乗じて得た額を加

算した額

(当該宅地等が当該年度

分の固定資産税について法第349条の

3(第18項を除く。)又は法附則第

15条若しくは第i5条の3の規定の適

用を受ける宅地等であるときは、当該

額にこれらの規定に定める率を乗じ

て得た額)を当該宅地等に係る当該年

度分の都市計画税の課税標準となる

べき額とした場合における都市計画

税額(以下「宅地等調整都市計画税額」

という。)を超える場合には、当該宅

地等調整都市計画税額とする。

3前項の規定の適用を受ける商業地

等に係る令和6年度から令和8年度

までの各年度分の宅地等調整都市計

画税額は、当該宅地等調整都市計画税

額が、当該商業地等に係る当該年度分

の都市計画税の課税標準となるべき

価格に10分の6を乗じて得た額(当該

商業地等が当該年度分の固定資産税

について法第349条の3(第18項を除

く。)又は法附則第15条若しくは第15

条の3の規定の適用を受ける商業地

等であるときは、当該額にこれらの規

定に定める率を乗じて得た額)を当該

商業地等に係る当該年度分の都'市計

画税の課税標準となるべき額とした

場合における都市計画税額を超える

令和4年度分の都市計画税にあって

は、100分の2.5)を乗じて得た額を加

算した額(令和3年度分の都市計画税

にあっては、前年度分の都市計画税の

課税標準額)(当該宅地等が当該年度

分の固定資産税について法第349条の

3(第18項を除く。)又は附則第i5

条若しくは第i5条の3の規定の適

用を受ける宅地等であるときは、当該

額にこれらの規定に定める率を乗じ

て得た額)を当該宅地等に係る当該年

度分の都市計画税の課税標準となる

べき額とした場合における都市計画

税額(以下「宅地等調整都市計画税額」

という。〉を超える場合には、当該宅

地等調整都市計画税額とする。

4前項の規定の適用を受ける商業地

等に係る令和4年度分及び令和5年

度分の宅地等調整都市計

画税額は、当該宅地等調整都市計画税

額が、当該商業地等に係る当該年度分

の都市計画税の課税標準となるべき

価格に10分の6を乗じて得た額(当該

商業地等が当該年度分の固定資産税

について法第349条の3(第18項を除

く。)又は附則第15条若しくは第i5

条の3の規定の適用を受ける商業地

等であるときは、当該額にこれらの規

定に定める率を乗じて得た額)を当該

商業地等に係る当該年度分の都市計

画税の課税標準となるべき額とした

場合における都市計画税額を超える
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場合には、前項の規定にかかわらず、

当該都市計画税額とする。

4附則第2項の規定の適用を受ける

宅地等に係る令和6年度から令和8

年度までの各年度分の宅地等調整都

市計画税額は、当該宅地等調整都市計

画税額が、当該宅地等に係る当該年度

分の都市計画税の課税標準となるべ

き価格に10分の2を乗じて得た額(当

該宅地等が当該年度分の固定資産税

について法第349条の3(第18項を除

く。)又は法附則第!5条若しくは第!5

条の3の規定の適用を受ける宅地等

であるときは、当該額にこれらの規定

に定める率を乗じて得た額)を当該宅

地等に係る当該年度分の都市計画税

の課税標準となるべき額とした場合

における都市計画税額に満たない場

合には、附則第2項の規定にかかわら

ず、当該都市計画税額とする。

5商業地等のうち当該商業地等の当

該年度の負担水準が0.6以上0.7以下

のものに係る令和6年度から令和8

年度までの各年度分の都市計画税の

額は、附則第2項の規定にかかわら

ず、当該商業地等の当該年度分の都市

計画税に係る前年度分の都市計画税

の課税標準額(当該商業地等が当該年

度分の固定資産税について法第349条

の3(第18項を除く。)又は法附則第

15条若しくは第i5条の3の規定の適

用を受ける商業地等であるときは、当

場合には、前項の規定にかかわらず、

当該都市計画税額とする。

5附則第3項の規定の適用を受ける

宅地等に係る令和4年度分及び令和

5年度分 の宅地等調整都

市計画税額は、当該宅地等調整都市計

画税額が、当該宅地等に係る当該年度

分の都市計画税の課税標準となるべ

き価格に10分の2を乗じて得た額(当

該宅地等が当該年度分の固定資産税

について法第349条の3(第18項を除

く。)又は附則第15条若しくは第i5

条の3の規定の適用を受ける宅地等

であるときは、当該額にこれらの規定

に定める率を乗じて得た額)を当該宅

地等に係る当該年度分の都市計画税

の課税標準となるべき額とした場合

における都市計画税額に満たない場

合には、附則第3項の規定にかかわら

ず、当該都市計画税額とする。

6商業地等のうち当該商業地等の当

該年度の負担水準が0.6以上0.7以下

のものに係る令和3年度から令和5

年度までの各年度分の都市計画税の

額は、附則第3項の規定にかかわら

ず、当該商業地等の当該年度分の都市

計画税に係る前年度分の都市計画税

の課税標準額(当該商業地等が当該年

度分の固定資産税について法第349条

の3(第18項を除く。)又は附則第i5

条若しくは第i5条の3の規定の適

用を受ける商業地等であるときは、当
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該課税標準額にこれらの規定に定め

る率を乗じて得た額)を当該商業地等

に係る当該年度分の都市計画税の課

税標準となるべき額とした場合にお

ける都市計画税額(以下「商業地等据

置都市計画税額」という。)とする。

6商業地等のうち当該商業地等の当

該年度の負担水準が0.7を超えるもの

に係る令和6年度から令和8年度ま

での各年度分の都市計画税の額は、附

則第2項の規定にかかわらず、当該商

業地等に係る当該年度分の都市計画

税の課税標準となるべき価格にIO分

の7を乗じて得た額(当該商業地等が

当該年度分の固定資産税について法

第349条の3(第18項を除く。)又は

法附則第15条若しくは第15条の3の

規定の適用を受ける商業地等である

ときは、蟻該額にこれらの規定に定め

る率を乗じて得た額)を当該商業地等

に係る当該年度分の都市計画税の課

税標準となるべき額とした場合にお

ける都市計画税額(以下「商業地等調

整都市計画税額」という。)とする。

(農地に対して課する令和6年度か

ら令和8年度までの各年度分の都市

計画税の特例)

7農地に係る令和6年度から令和8

年度までの各年度分の都市計画税の

額は、当該農地に係る当該年度分の都

市計画税額が、当該農地に係る当該年

度分の都市計画税に係る前年度分の

該課税標準額にこれらの規定に定め

る率を乗じて得た額)を当該商業地等

に係る当該年度分の都市計画税の課

税標準となるべき額とした場合にお

ける都市計画税額(以下「商業地等据

置都市計画税額」という。)とする。

7商業地等のうち当該商業地等の当

該年度の負担水準が0.7を超えるもの

に係る令和3年度から令和5年度ま

での各年度分の都市計画税の額は、附

則第3項の規定にかかわらず、当該商

業地等に係る当該年度分の都市計画

税の課税標準となるべき価格に10分

の7を乗じて得た額(当該商業地等が

当該年度分の固定資産税について法

第349条の3(第18項を除く。)又は

附則第15条若しくは第15条の3の

規定の適用を受ける商業地等である

ときは、窯該額にこれらの規定に定め

る率を乗じて得た額)を当該商業地等

に係る当該年度分の都市計画税の課

税標準となるべき額とした場合にお

ける都市計画税額(以下「商業地等調

整都市計画税額」という。)とする。

(農地に対して課する令和3年度か

ら令和5年度までの各年度分の都市

計画税の特例)

8農地に係る令和3年度から令和5

年度までの各年度分の都市計画税の

額は、当該農地に係る当該年度分の都

市計画税額が、当該農地に係る当該年

度分の都市計画税に係る前年度分の
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都市計画税の課税標準額(当該農地が

当該年度分の固定資産税について法

第349条の3(第18項を除く。)又は

法附則第15条若しくは第!5条の3の

規定の適用を受ける農地であるとき

は、当該課税標準額にこれらの規定に

定める率を乗じて得た額

)に、当該農地の当該

年度の次の表の左欄に掲げる負担水

準の区分に応じ、同表の右欄に掲げる

負担調整率を乗じて得た額

都市計画税の課税標準額(当該農地が

当該年度分の固定資産税について法

第349条の3(第18項を除く。)又は

附則第15条若しくは第!5条の3の

規定の適用を受ける農地であるとき

は、当該課税標準額にこれらの規定に

定める率を乗じて得た額。以下この項

において同じ。)に、当該農地の当該

年度の次の表の左欄に掲げる負担水

準の区分に応じ、同表の右欄に掲げる

負担調整率を乗じて得た額(令和3年

度分の都市計画税にあっては、前年度

を当該分の都市計画税の課税標準額)を当該

農地に係る当該年度分の都市計画税

の課税標準となるべき額とした場合

における都市計画税額(以下「農地調

整都市計画税額」という。)を超える

場合には、当該農地調整都市計画税額

とする。

農地に係る当該年度分の都市計画税

の課税標準となるべき額とした場合

における都市計画税額(以下「農地調

整都市計画税額」という。〉を超える

場合には、当該農地調整都市計画税額

とする。

     負担水準の区分負担調整率負担水準の区分負担調整率

     (略)(略)(略)(略)

(市街化区域農地に対して課する都

市計画税の課税の特例)

8(略)

9前項の規定の適用を受ける市街化

区域農地に対する附則第7項の規定

の適用については、同項中「当該農地

に係る当該年度分の都市計画税額」と

あるのは「次項の規定により算定した

当該農地に係る当該年度分の都市計

画税額」とする。

10附則第2項及び第4項の「宅地等」

(市街化区域農地に対して課する都

市計画税の課税の特例)

9(略)

lO前項の規定の適用を受ける市街化

区域農地に対する附則第8項の規定

の適用については、同項中「当該農地

に係る当該年度分の都市計画税額」と

あるのは「次項の規定により算定した

当該農地に係る当該年度分の都市計

画税額」とする。

!1附則第3項及び第5項の「宅地等」
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とは法附則第17条第2号に、附則第2

項及び第5項の「前年度分の都市計画

税の課税標準額」とは法附則第25条第

6項において読み替えて準用される

法附則第18条第6項に、附則第3項、

第5項及び第6項の「商業地

等」とは法附則第!7条第4号に、附則

第5項から第7項までの「負担水準」

とは法附則第17条第8号ロに、附則第

7項の「農地」とは法附則第17条第1

号に、同項の「前年度分の都市計画税

の課税標準額」とは法附則第26条第2

項において読み替えて準用される法

附則第18条第6項に、附則第8項及び

前項の「市街化区域農地」とは法附則

第19条の2第1項に規定するところ

による。

(読替規定)

1i法附則第15条第1項、第9項、第13

項、第15項から第i7項まで、第19項、

第20項、第24項、第3i項、第32項、第

34項若しくは第45項、第i5条の3又は

第63条の規定の適用がある各年度分

の都市計画税に限り、第2条第2項中

「又は第27項から第30項まで」とある

のは「若しくは第27項から第30項まで

又は法附則第15条、第15条の3若しく

は第63条」とする。

(令和6年度から令和8年度までの

各年度分の都市計画税の特例)

12地方税法等の一部を改正する法律

(令和6年法律第4号)附則第21条第

とは法附則第17条第2号に、附則第3

項及び第6項の「前年度分の都市計画

税の課税標準額」とは法附則第25条第

6項において読み替えて準用される

法附則第18条第6項に、附則第3項、

第4項、第6項及び第7項の「商業地

等」とは法附則第!7条第4号に、附則

第6項から第8項までの「負担水準」

とは法附則第17条第8号ロに、附則第

8項の「農地」とは法附則第17条第1

号に、同項の「前年度分の都市計画税

の課税標準額」とは法附則第26条第2

項において読み替えて準用される法

附則第18条第6項に、附則第9項及び

前項の「市街化区域農地」とは法附則

第19条の2第1項に規定するところ

による。

(読替規定)

12法附則第15条第1項、第9項、第B

項、第15項から第17項まで、第19項、

第20項、第24項、第31項、第32項、第

35項若しくは第46項、第i5条の3又は

第63条の規定の適用がある各年度分

の都市計画税に限り、第2条第2項中

「又は第27項から第30項まで」とある

のは「若しくは第27項から第30項まで

又は附則第15条、第15条の3若しく

は第63条」とする。

(令和3年度から令和5年度までの

各年度分の都市計画税の特例)

13地方税法等の一部を改正する法律

(令和3年法律第7号)附則第14条第
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1項の規定に基づき、令和6年度から

令和8年度までの各年度の都市計画

税については、法附則第25条の3の規

定を適用しないこととする。

i項の規定に基づき、令和3年度から

令和5年度までの各年度の都市計画

税については、法附則第25条の3の規

定を適用しないこととする。

附則

(施行期日)

1この条例は、令和6年4月11ヨから施行する。

(経過措置)

2次項に定めがあるものを除き、改正後の長岡市都市計画税条例の規定は、令

和6年度以後の年度分の都市計画税について適用し、令和5年度分までの都市

計画税については、なお従前の例による。

3平成29年4月1日から令和6年3月31日までの問に受けた地方税法等の一部

を改正する法律(令和6年法律第4号)第1条の規定による改正前の地方税法

(昭和25年法律第226号)附則第!5条第32項に規定する政府の補助に係る同項

に規定する特定事業所内保育施設の用に供する固定資産に対して課する都市

計画税については、なお従前の例による。
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専決第6号

専決処分書

地方自治法(昭和22年法律第67号)第179条第i項の規定により、次のとおり専

決処分する。

令和6年4月狢日

長岡市長 磯田達伸

令和6年度長岡市一般会計補正予算
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専決第7号

専決処分書

地方自治法(昭和22年法律第67号)第179条第i項の規定により、次のとおり専

決処分する。

令和6年5月24日

長岡市長 磯田達伸

令和6年度長岡市一般会計補正予算
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議案第65号

長岡市旧機那サフラン酒製造本舗建造物条例の制定について

長岡市旧機那サフラン酒製造本舗建造物条例を次のように定める。

令和6年6月三!日提出

長岡市長 磯田達伸

提案理由

醸造・発酵文化の歴史及び魅力を発信する観光交流施設の設置及び管理に必要

な事項を定めるもの
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長岡市旧機那サフラン酒製造本舗建造物条例

(設置)

第i条本市は、醸造・発酵文化の歴史及び魅力を発信するとともに、観光による

地域の活性化及び交流人口の増加に資するため、観光交流施設を設置する。

(名称及び位置)

第2条観光交流施設の名称及び位置は、次のとおりとする。

  名称位置

  旧機那サフラン酒製造本舗建造物長岡市摂田屋4丁目6番33号

(施設)

第3条旧機那サフラン酒製造本舗建造物(以下「旧サフラン酒本舗」という。)の

施設は、次のとおりとする。

(i)

(2)

(3)

(4)

米蔵

鎭絵蔵

庭園

駐車場

(行為の制限)

第4条旧サフラン酒本舗の施設においては、次に掲げることをしてはならない。

(i)旧サフラン酒本舗の施設を損傷し、又は汚損する行為

(2)公の秩序又は善良な風俗に反する行為

(3)旧サフラン酒本舗の施設の管理上支障がある行為

(4)みだりに火気を取り扱う等危険のおそれのある行為

(5)前各号に掲げるもののほか、市長が適当でないと認める行為

(専用使用の許可)
こて

第5条米蔵、鎭絵蔵又は庭園を専用使用しようとする者は、市長の許可を受けな

ければならない。

2前項の許可を受けた者(以下「使用者」という。)は、別表に定める使用料を納

入しなければならない。

(使用の許可の条件等)

第6条市長は、旧サフラン酒本舗の施設の管理上必要があると認めたときは、前

条第1項に規定する使用の許可(以下「使用許可」という。)に条件を付すことが

できる。
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2市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、使用許可をしないものとする。

(i)

(2)

(3)

(4)

公の秩序又は善良な風俗に反するおそれがあるとき。

旧サフラン酒本舗の施設及びその設備を損傷するおそれがあるとき。

旧サフラン酒本舗の施設の管理上支障があるとき。

前3号に掲げるときのほか、市長が適当でないと認めたとき。

(使用の変更)

第7条使用者は、その使用許可に係る事項について変更(軽微なものを除く。)を

しょうとするときは、市長の許可を受けなければならない。

2前条の規定は、前項の許可について準用する。

3使用者は、使用許可に係る事項について軽微な変更があったときは、速やかに

その旨を市長に届け出なければならない。

(許可の取消し等)

第8条市長は、次のいずれかに該当すると認めたときは、使用許可を取り消し、

又は使用の制限若しくは使用の停止を命ずることができる。

(i)偽りその他不正の手段により使用許可を受けたとき。

(2)第6条第2項各号の規定に該当するに至ったとき。

(3)この条例又はこの条例に基づく規則に違反したとき。

2前項の場合において、使用者に損害があっても、市長は、その責めを負わない。

(使用料)

第9条使用者は、別表に定める使用料を前納しなければならない。ただし、市長

が特別の理由があると認めたときは、この限りでない。

(使用料の減免)

第10条市長は、特に必要があると認めたときは、使用料を減額し、又は免除する

ことができる。

(使用料の還付)

第1三条既納の使用料は、還付しない。ただし、市長が特別な理由があると認めた

ときは、その全部又は一部を還付することができる。

(特別の設備)

第12条使用者は、使用許可に係る施設の使用上特別の設備をし、又は変更を加え

ようとするときは、あらかじめ市長の承認を受けなければならない。

(権利譲渡等の禁止)

第!3条使用者は、許可を受けた目的以外の目的に使用し、又はその権利を譲渡し

てはならない。

48



(原状回復の義務)

第14条使用者は、旧サフラン酒本舗の施設の使用を終了したとき、又は第8条第

i項の規定により使用許可を取り消され、若しくは使用の制限若しくは使用の停

止を命ぜられたときは、直ちに使用した施設を原状に復さなければならない。た

だし、市長が原状に復することが不適当であると認めたときは、この限りでない。

2使用者が前項本文の義務を履行しないときは、市長が代わってこれを行い、そ

の費用は、使用者から徴収する。

(損害賠償)

第15条使用者又は入館者は、故意又は過失により旧サフラン酒本舗の施設又はそ

の設備、器具等を破損し、又は滅失したときは、市長が定める額を賠償しなけれ

ばならない。

(指定管理者による管理)

第16条市長は、旧サフラン酒本舗の管理に関する業務を地方自治法(昭和22年法

律第67号)第244条の2第3項に規定する指定管理者(以下「指定管理者」とい

う。)に行わせることができる。

2指定管理者は、次に掲げる業務を行うものとする。

(i)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

第1条の設置目的を達成するための事業に関する業務

旧サフラン酒本舗の施設の使用の許可に関する業務

旧サフラン酒本舗の利用料金に関する業務

旧サフラン酒本舗の規律の確保に関する業務

旧サフラン酒本舗の施設及び設備の維持及び管理に関する業務

前各号に掲げる業務のほか、旧サフラン酒本舗の管理及び運営に必要な業

務

(指定管理者の管理基準)

第17条前条第1項の規定により指定管理者に旧サフラン酒本舗の管理を行わせ

る場合(以下「指定管理者に管理を行わせる場合」という。)における開館時間、

休館日その他旧サフラン酒本舗の管理及び運営に必要な事項は、規則で定める基

準に従い、旧サフラン酒本舗の利用形態、使用者の利便等を勘案して、市長の承

認を得て指定管理者が定める。

2市長は、前項の規定により指定管理者が開館時間等を定めたときは、速やかに

これを告示するものとする。

(利用料金)

第18条指定管理者に管理を行わせる場合は、米蔵、鐘絵蔵又は庭園を専用使用し
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ようとする者は、第9条の規定にかかわらず、利用料金を指定管理者に納入しな

ければならない。

2前項の利用料金は、前納しなければならない。ただし、指定管理者が市長が定

める基準に従い特別の理由があると認めるときは、この限りでない。

3第1項の利用料金は、指定管理者の収入とすることができる。

4利用料金の額は、別表に定める額の範囲内において指定管理者があらかじめ市

長の承認を得て定める。

5指定管理者は、市長が定める基準に従い、利用料金を減額し、又は免除するこ

とができる。

6第11条の規定は、利用料金について準用する。この場合において、同条の規定

中「市長が」とあるのは「指定管理者が、市長が定める基準に従い」とする。

(読替規定等)

第19条指定管理者に管理を行わせる場合における第4条、第5条第1項、第6条、

第7条第1項及び第3項並びに第8条から第12条までの規定の適用については、

これらの規定中「市長」とあるのは、「指定管理者」とする。

2指定管理者に管理を行わせる場合において、この条例及びこの条例に基づく規

則に定めるもののほか、旧サフラン酒本舗の管理及び運営に関し必要な事項は、

指定管理者が市長の承認を得て定めることができる。

(委任)

第20条この条例の施行に関し、必要な事項は、規則で定める。

附則

(施行期日)

1この条例は、令和7年4月1日から施行する。ただし、次項の規定は、公布の

日から施行する。

(準備行為)

2市長は、施行日前において、旧サフラン酒本舗の管理運営に必要な行為(指定

管理者に管理を行わせる場合における行為を含む。)を行うことができる。

50



別表(第5条関係)

専用使用料

   施設区分使用料

   米蔵二て饅絵蔵一般!平方メートルにつき!時間当たり!5円   営利目的1平方メートルにつき1時間当たり30円

   庭園一般1平方メートルにつき1時間当たり50円

   営利目的1平方メートルにつき1時間当たり100円

備考

ll件の専用使用料が100円に満たないときは、これを100円とする。

2使用する面積が1平方メートル未満であるとき、又はこの面積に1平方

メートル未満の端数があるときは、1平方メートルとして計算する。
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議案第66号

長岡市秋山孝ポスター美術館長岡条例の制定について

長岡市秋山孝ポスター美術館長岡条例を次のように定める。

令和6年6月三!日提出

長岡市長磯田達伸

提案理由

秋山孝の美術作品などを活用した観光交流施設の設置及び管理に必要な事項を

定めるもの
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長岡市秋山孝ポスター美術館長岡条例

(設置)

第1条本市は、秋山孝の美術作品の展示等を通じ文化振興を図るとともに、観光

による地域の活性化及び交流人口の増加に資するため、観光交流施設を設置する。

(名称及び位置)

第2条観光交流施設の名称及び位置は、次のとおりとする。

  名称位置

  秋山孝ポスター美術館長岡長岡市宮内2丁目IO番8号

(施設)

第3条秋山孝ポスター美術館長岡(以下「ポスター美術館」という。)の施設は、

次のとおりとする。

(i)展示室

(2)交流スペース

(行為の制限)

第4条ポスター美術館の施設においては、次に掲げることをしてはならない。

(i)ポスター美術館の施設又は展示物を損傷し、又は汚損する行為

(2)公の秩序又は善良な風俗に反する行為

(3)ポスター美術館の施設の管理上支障がある行為

(4)みだりに火気を取り扱う等危険のおそれのある行為

(5)前各号に掲げるもののほか、市長が適当でないと認める行為

(専用使用の許可)

第5条ポスター美術館の施設を専用使用しようとする者は、市長の許可を受けな

1ナればならない。

2前項の許可を受けた者(以下「使用者」という。)は、別表に定める使用料を納

入しなければならない。

(使用の許可の条件等)

第6条市長は、ポスター美術館の施設の管理上必要があると認めたときは、前条

第!項に規定する使用の許可(以下「使用許可」という。)に条件を付すことがで

きる。

2市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、使用許可をしないものとする。

(i)公の秩序又は善良な風俗に反するおそれがあるとき。
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(2)ポスター美術館の施設及びその設備を損傷するおそれがあるとき。

(3)ポスター美術館の施設の管理上支障があるとき。

(4)前3号に掲げるときのほか、市長が適当でないと認めたとき。

(使用の変更)

第7条使用者は、その使用許可に係る事項について変更(軽微なものを除く。)を

しょうとするときは、市長の許可を受けなければならない。

2前条の規定は、前項の許可について準用する。

3使用者は、使用許可に係る事項について軽微な変更があったときは、速やかに

その旨を市長に届け出なければならない。

(許可の取消し等)

第8条市長は、次のいずれかに該当すると認めたときは、使用許可を取り消し、

又は使用の制限若しくは使用の停止を命ずることができる。

(i)偽りその他不正の手段により使用許可を受けたとき。

(2)第6条第2項各号の規定に該当するに至ったとき。

(3)この条例又はこの条例に基づく規則に違反したとき。

2前項の場合において、使用者に損害があっても、市長は、その責めを負わない。

(使用料)

第9条使用者は、別表に定める使用料を前納しなければならない。ただし、市長

が特別の理由があると認めたときは、この限りでない。

(使用料の減免)

第!0条市長は、特に必要があると認めたときは、使用料を減額し、又は免除する

ことができる。

(使用料の還付)

第昼条既納の使用料は、還付しない。ただし、市長が特別な理由があると認めた

ときは、その全部又は一部を還付することができる。

(特別の設備)

第12条使用者は、使用許可に係る施設の使用上特別の設備をし、又は変更を加え

ようとするときは、あらかじめ市長の承認を受けなければならない。

(権利譲渡等の禁止)

第13条使用者は、許可を受けた目的以外の目的に使用し、又はその権利を譲渡し

てはならない。

(原状回復の義務)

第14条使用者は、ポスター美術館の施設の使用を終了したとき、又は第8条第1
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項の規定により使用許可を取り消され、若しくは使用の制限若しくは使用の停止

を命ぜられたときは、直ちに使用した施設を原状に復さなければならない。ただ

し、市長が原状に復することが不適当であると認めたときは、この限りでない。

2使用者が前項本文の義務を履行しないときは、市長が代わってこれを行い、そ

の費用は、使用者から徴収する。

(損害賠償)

第!5条使用者又は入館者は、故意又は過失によりポスター美術館の施設又はその

展示物、設備、器具等を破損し、又は滅失したときは、市長が定める額を賠償し

なければならない。

(指定管理者による管理)

第16条市長は、ポスター美術館の管理に関する業務を地方自治法(昭和22年法律

第67号)第244条の2第3項に規定する指定管理者(以下「指定管理者」という。)

に行わせることができる。

2指定管理者は、次に掲げる業務を行うものとする。

(i)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

第1条の設置目的を達成するための事業に関する業務

ポスター美術館の施設の使用の許可に関する業務

ポスター美術館の利用料金に関する業務

ポスター美術館の規律の確保に関する業務

ポスター美術館の施設及び設備の維持及び管理に関する業務

前各号に掲げる業務のほか、ポスター美術館の管理及び運営に必要な業務

(指定管理者の管理基準)

第17条前条第1項の規定により指定管理者にポスター美術館の管理を行わせる

場合(以下「指定管理者に管理を行わせる場合」という。)における開館時間、休

館日その他ポスター美術館の管理及び運営に必要な事項は、規則で定める基準に

従い、ポスター美術館の利用形態、使用者の利便等を勘案して、市長の承認を得

て指定管理者が定める。

2市長は、前項の規定により指定管理者が開館時間等を定めたときは、速やかに

これを告示するものとする。

(利用料金)

第18条指定管理者に管理を行わせる場合は、ポスター美術館の施設を専用使用し

ようとする者は、第9条の規定にかかわらず、利用料金を指定管理者に納入しな

ければならない。

2前項の利用料金は、前納しなければならない。ただし、指定管理者が市長が定
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める基準に従い特別の理由があると認めるときは、この限りでない。

3第!項の利用料金は、指定管理者の収入とすることができる。

4利用料金の額は、別表に定める額の範囲内において指定管理者があらかじめ市

長の承認を得て定める。

5指定管理者は、市長が定める基準に従い、利用料金を減額し、又は免除するこ

とができる。

6第!l条の規定は、利用料金について準用する。この場合において、同条の規定

中「市長が」とあるのは「指定管理者が、市長が定める基準に従い」とする。

(読替規定等)

第19条指定管理者に管理を行わせる場合における第4条、第5条第1項、第6条、

第7条第1項及び第3項並びに第8条から第12条までの規定の適用については、

これらの規定中「市長」とあるのは、「指定管理者」とする。

2指定管理者に管理を行わせる場合において、この条例及びこの条例に基づく規

則に定めるもののほか、ポスター美術館の管理及び運営に関し必要な事項は、指

定管理者が市長の承認を得て定めることができる。

(委任)

第20条この条例の施行に関し、必要な事項は、規則で定める。

附則

(施行期日)

1この条例は、令和7年4月!日から施行する。ただし、次項の規定は、公布の

日から施行する。

(準備行為)

2市長は、施行日前において、ポスター美術館の管理運営に必要な行為(指定管

理者に管理を行わせる場合における行為を含む。)を行うことができる。
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別表(第5条関係)

専用使用料

   施設区分使用料

   展示室交流スペース一般!平方メートルにつき1時間当たり10円   営利目的1平方メートルにつき1時間当たり20円

備考

11件の専用使用料が100円に満たないときは、これを100円とする。

2使用する面積が1平方メートル未満であるとき、又はこの面積に1平方

メートル未満の端数があるときは、1平方メートルとして計算する。
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議案第67号

長岡市支所設置条例の一部改正について

長岡市支所設置条例の一部を改正する条例を次のように定める。

令和6年6月三!日提出

長岡市長磯田達伸

提案理由

栃尾支所の移転に伴い、所要の改正を行うもの
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長岡市支所設置条例の一部を改正する条例

長岡市支所設置条例(平成17年長岡市条例第2号)の一部を次のように改正す

 る。

次の表の改正前の欄中の下線が引かれた部分(以下「改正前部分」という。)

及び当該改正前部分に対応する同表の改正後の欄中の下線が引かれた部分(以下

「改正後部分」という。)について、改正前部分及び改正後部分に字句が記され

ている場合は改正前部分に記された字句を改正後部分に記された字句に改めるも

のとする。

改正後 改正前

(名称、位置及び所管区域)

第2条支所の名称、位置及び所管区

域は、次の表のとおりとする。

(名称、位置及び所管区域)

第2条支所の名称、位置及び所管区

域は、次の表のとおりとする。

      名称位置所管区域名称位置所管区域

      (略)(略)

      長岡市中央丈岡市金町

      長岡市栃尾支所公園!番36編入前の栃尾市の区域長岡市栃尾支所2丁目!番編入前の栃尾市の区域
      号5号

      (略)(略)

附則

この条例は、令和6年9月24日から施行する。

59



議案第68号

長岡市スキー場条例の一部改正について

長岡市スキー場条例の一部を改正する条例を次のように定める。

令和6年6月三!日提出

長岡市長磯田達伸

提案理由

長岡市とちおファミリースキー場をスポーツ・レクリエーションの振興を図る

施設として位置づけるため、管理に必要な事項を定めるもの
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長岡市スキー場条例の一部を改正する条例

長岡市スキー場条例(昭和48年長岡市条例第17号)の一部を次のように改正す

 る。

次の表の改正前の欄中の下線が引かれた部分(以下「改五前部分」という。)

及び当該改正前部分に対応する同表の改正後の欄中の下線が引かれた部分(以下

「改正後部分」という。)について、改正前部分及び改正後部分に字句が記され

ている場合は改正前部分に記された字句を改正後部分に記された字句に改め、改

正前部分に字句が記されず、改正後部分に字句が記されている場合は当該改正後

部分に記された字句を当該記載の箇所に加え、次の表の改正後の欄中の表の実線

で記された罫線に対応する次の表の改正前の欄中の表の罫線が破線で記されてい

る場合は当該罫線を加えるものとする。

    改正後改正前

    目次第1章～第3章(略)第4章長岡市とちおファミリース目次第1章～第3章(略)
    キー場第1節リフト(第16条)第2節グラウンドゴルフ場(第

   
    名称位置名称位置

    (略)(略)

    長岡市古志長岡市山古志竹沢甲910番長岡市古志長岡市山古志竹沢甲910番
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  高原スキー場地
  長岡市とち長岡市栃堀6044番地

  おファミリ

  一スキー場

  (略)

(スキー場の施設)

第3条(略)

2(略)

3長岡市とちおファミリースキー場

の施設は、次のとおりとする。

(1〉リフト

(2)休憩棟

(3)照明塔

(4)グラウンドゴルフ場

(5)駐車場

第4章長岡市とちおファミリ

ースキー場

第1節リフト

(リフトの運賃等)

第16条長岡市とちおファミリースキ

ー場のリフト(以下この条において

「リフト」という。)に乗車しようと

する者は、別表第3に掲げる運賃を

納付し、乗車券の交付を受けなけれ

ばならない。ただし、市長が特別の

理由があると認めたときは、乗車券

の交付を受けた後、市長が別に定め

る日までに運賃を納付することがで

きる。

2第6条から第8条までの規定は、

高原スキー

場

地

(略)

(スキー場の施設)

第3条(略)

2(略)
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リフトの乗車について準用する。

第2節グラウンドゴルフ場

(使用の許可等)

第17条長岡市とちおファミリースキ

ー場のグラウンドゴルフ場(次条に

おいて「グラウンドゴルフ場」とい

う。)を使用しようとする者は、市長

の許可を受けなければならない。許

可に係る事項を変更しようとすると

きも、同様とする。

(使用料)

第18条グラウンドゴルフ場を使用し

ようとする者は、別表第3に定める

使用料を納入しなければならない。

(使用料の減免)

第!9条市長は、特に必要があると認

めたときは、使用料を減額し、又は免

除することができる。

(使用料の還付)

第20条既納の使用料は、還付しない。

ただし、市長が特別の理由があると

認めたときは、その全部又は一部を

還付することができる。

第3節駐車場

(駐車場)

第21条第10条から第13条までの規定

は、長岡市とちおファミリースキー

場の駐車場について準用する。

第5章指定管理者による管理

(指定管理者による管理)

第22条市長は、長岡市営スキー場、

第4章指定管理者による管理

(指定管理者による管理)

第16条市長は、長岡市営スキー場及
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長岡市古志高原スキー場及び長岡市

とちおファミリースキー場(以下「長

岡市営スキー場等」という。)の管理

に関する業務を地方自治法(昭和22

年法律第67号)第244条の2第3項に

規定する指定管理者(以下「指定管

理者」という。)に行わせることがで

きる。

2(略)

(指定管理者の管理基準)

第23条(略)

(利用料金)

第24条指定管理者に管理を行わせる

場合は、使用者は、第5条第1項及び

第2項、第9条、第14条第1項、第i6

条第1項並びに第18条の規定にかか

わらず、利用料金を指定管理者に納

入しなければならない。

2(略)

3利用料金の額は、長岡市営スキー

場にあっては別表第!、長岡市古志

高原スキー場にあっては別表第2、

長岡市とちおファミリースキー場に

あっては別表第3に定める額の範囲

内において指定管理者があらかじめ

市長の承認を得て定める。

4(略)

5第5条第3項の規定、第7条の

規定(第14条第2項及び第16条第2

項において準用する場合を含む。)、

第14条第1項ただし書の規定及び

び長岡市古志高原スキー場

(以下「長

岡市営スキー場等」という。)の管理

に関する業務を地方自治法(昭和22

年法律第67号)第244条の2第3項に

規定する指定管理者(以下「指定管

理者」という。)に行わせることがで

きる。

2(略)

(指定管理者の管理基準)

第17条(略)

(利用料金)

第18条指定管理者に管理を行わせる

場合は、使用者は、第5条本文、第9

条及び第14条第i項

の規定にかか

わらず、利用料金を指定管理者に納

入しなければならない。

2(略)

3利用料金の額は、長岡市営スキー

場にあっては別表第三、長岡市古志

高原スキー場にあっては別表第2

に定める額の範囲

内において指定管理者があらかじめ

市長の承認を得て定める。

4(略)

5第5条ただし書の規定、第7条の

規定(第14条第2項

において準用する場合を含む。)及

び第14条第1項ただし書の規定
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第16条第1項ただし書の規定は、利

用料金について準用する。この場合

において、第5条第3項、第縫

条第!項ただし書、第16条第!項た

だし書、第i7条及び第20条の規定中

「市長が」とあるのは、「指定管理者

が、市長が定める基準に従い」とす

 る。

(読替規定等)

第25条指定管理者に管理を行わせる

場合における第8条の規定並びに第

10条及び第i3条の規定(第15条及び

第21条において準用する場合を含

む。)の適用については、これらの規

定中「市長」とあるのは、「指定管理

者」とする。

第6章雑則

(使用者の遵守事項)

第26条長岡市営スキー場、長岡市古

志高原スキー場、長岡市とちおファ

ミリースキー場及び長岡市立ケ入ス

キー場(以下「スキー場」という。)

を使用する者(以下「使用者」とい

う。)は、次に掲げる事項を守らなけ

ればならない。

(1)～(3)(略)

(損害賠償)

第27条(略)

(委任)

第28条(略)

別表第1(第5条、第9条、第24条関

は、利

用料金について準用する。この場合

において、第5条ただし書及び第14

条第!項ただし書

の規定中

「市長が」とあるのは、「指定管理者

が、市長が定める基準に従い」とす

 る。

(読替規定等)

第19条指定管理者に管理を行わせる

場合における第8条の規定並びに第

io条及び第13条の規定(第15条

において準用する場合を含

む。)の適用については、これらの規

定中「市長」とあるのは、「指定管理

者」とする。

第5章雑則

(使用者の遵守事項)

第20条長岡市営スキー場、長岡市古

志高原スキー場

及び長岡市立ケ入ス

キー場(以下「スキー場」という。)

を使用する者(以下「使用者」とい

う。)は、次に掲げる事項を守らなけ

ればならない。

(1)～(3)(田各)

(損害賠償)

第21条(略)

(委任)

第22条(略)

別表第i(第5条、第9条、第娼条関
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係)

(略)

別表第2

(略)

別表第3

(第14条、第腿条関係)

(第16条、第18条、第24条関

係)

長岡市とちおファミリースキー場

の料金

   施設金額

   リフト1回券100円

   回数券(11回1,000円

   券)

   午前券中学生以上

   利用時間は、!,200円

   午前9時から小学生以下

   午後1時まで1000円

   とする。

   午後券中学生以上

   利用時間は、1,200円

   午後!時から小学生以下

   午後5時まで1,000円

   とする。

   1日券中学生以上

   2000円

   小学生以下

   1500円

   ナイター券1,000円

   利用時間は、

   午後5時から

   午後9時まで

   とする。

   シーズン券高校生以上

係)

(略)

別表第2(第14条

(略)

関係)

一

「

}-------一------一---------㎜

一
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円ooO51生学中円ooOO,1下以生学小円ooO8,円oo1                

ドンウラー額るめ定で則規間期用通の券車乗のトフリ考備Oるすとり限日当たけ受を付交、は)券回1α券数回、券回1、しだた券、は間期用通の券ンズーシび及Oるすと問期たれさ示表に面
                
ンウラグフルゴド場備設属附等

附則

(施行期日)

1この条例は、令和7年4月1日から施行する。

(条例の廃止)

2長岡市とちおふるさと交流広場条例(平成17年長岡市条例第277号)は、廃止

する。
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議案第69号

長岡市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部

改正について

長岡市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改

正する条例を次のように定める。

令和6年6月il日提出

長岡市長 磯田達伸

提案理由

国の定める家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準の一部改正に伴い、

所要の改正を行うもの
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長岡市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部

を改正する条例

長岡市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例(平成26年

長岡市条例第39号)の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中の下線が引かれた部分(以下「改正前部分」という。)

及び当該改正前部分に対応する同表の改正後の欄中の下線が引かれた部分(以下

「改正後部分」という。)について、改正前部分及び改正後部分に字句が記され

ている場合は改正前部分に記された字句を改正後部分に記された字句に改めるも

のとする。

改正後

(職員)

第28条(略)

2保育士の数は、次の各号に掲げる

利用者の区分に応じ、当該各号に定

める数の合計数に!を加えた数以上

とする。

(!)・(2)(田各)

(3)満3歳以上満4歳に満たない

児童おおむね15人につき1人

(法第6条の3第10項第2号の規

定に基づき受け入れる場合に限

る。次号において同じ。)

(4)満4歳以上の児童おおむね

25人につき1人

3(略)

(職員)

第30条(略)

2保育従事者の数は、次の各号に掲

げる利用者の区分に応じ、当該各号

改正前

(職員)

第28条(略)

2保育士の数は、次の各号に掲げる

利用者の区分に応じ、当該各号に定

める数の合計数に!を加えた数以上

とする。

(!)・(2)(略)

(3)満3歳以上満4歳に満たない

児童おおむね20人につき1人

(法第6条の3第10項第2号の規

定に基づき受け入れる場合に限

る。次号において同じ。)

(4)満4歳以上の児童おおむね

30人につき1人

3(略)

(職員)

第30条(略)

2保育従事者の数は、次の各号に掲

げる利用者の区分に応じ、当該各号
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に定める数の合計数に1を加えた数

以上とし、かつ、そのうち半数以上

は保育士とする。

(1)・(2)(略)

(3)満3歳以上満4歳に満たない

児童おおむね15人につき1人

(法第6条の3第10項第2号の規

定に基づき受け入れる場合に限

る。次号において同じ。)

(4)満4歳以上の児童おおむね

25人につき1人

3(略)

(職員)

第44条(略)

2保育士の数は、次の各号に掲げる

利用者の区分に応じ、当該各号に定

める数の合計数以上とする。ただし、

1の保育所型事業所内保育事業所に

つき2人を下回ることはできない。

(1)・(2)(田各)

(3)満3歳以上満4歳に満たない

児童おおむね15人につき1人

(法第6条の3第12項第2号の規

定に基づき受け入れる場合に限

る。次号において同じ。)

(4)満4歳以上の児童おおむね

25人につき1人

3(略)

(職員)

第47条(略)

2保育従事者の数は、次の各号に掲

に定める数の合計数に1を加えた数

以上とし、かつ、そのうち半数以上

は保育士とする。

(1)・(2)(属各)

(3)満3歳以上満4歳に満たない

児童おおむね20人につき1人

(法第6条の3第10項第2号の規

定に基づき受け入れる場合に限

る。次号において同じ。)

(4)満4歳以上の児童おおむね

30人につき1人

3(略)

(職員)

第44条(略)

2保育士の数は、次の各号に掲げる

利用者の区分に応じ、当該各号に定

める数の合計数以上とする。ただし、

1の保育所型事業所内保育事業所に

つき2人を下回ることはできない。

(1)・(2)(略)

(3)満3歳以上満4歳に満たない

児童おおむね20人につき1人

(法第6条の3第12項第2号の規

定に基づき受け入れる場合に限

る。次号において同じ。)

(4)満4歳以上の児童おおむね

30人につき1人

3(略)

(職員)

第47条(略)

2保育従事者の数は、次の各号に掲

70



げる利用者の区分に応じ、当該各号

に定める数の合計数に1を加えた数

以上とし、そのうち半数以上は保育

十とする。

(1)・(2)(略)

 (β)満3歳以上満4歳に満たない

児童おおむね15人につき!人

(法第6条の3第!2項第2号の規

定に基づき受け入れる場合に限

る。次号において同じ。)

(4)満4歳以上の児童おおむね

25人につき1人

3(略)

げる利用者の区分に応じ、当該各号

に定める数の合計数に1を加えた数

以上とし、そのうち半数以上は保育

士とする。

(1)・(2)(匿各)

(3)満3歳以上満4歳に満たない

児童おおむね20人につき1人

(法第6条の3第12項第2号の規

定に基づき受け入れる場合に限

る。次号において同じ。)

(4)満4歳以上の児童おおむね

30人につき1人

3(略)

附則

(施行期日)

1この条例は、公布の日から施行する。

(経過措置)

2保育士及び保育従事者の配置の状況に鑑み、保育の提供に支障を及ぼすおそ

れがあるときは、当分の問、改正後の第28条第2項、第30条第2項、第44条第

2項及び第47条第2項の規定は、適用しない。この場合において、改正前の第

28条第2項、第30条第2項、第44条第2項及び第47条第2項の規定は、この条

例の施行の日以後においても、なおその効力を有する。
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議案第70号

長岡市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を

定める条例の一部改正について

長岡市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定め

る条例の一部を改正する条例を次のように定める。

令和6年6月il日提出

長岡市長 磯田達伸

提案理由

国の定める特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・子

育て支援施設等の運営に関する基準の一部改正に伴い、所要の改正を行うもの
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長岡市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を

定める条例の一部を改正する条例

長岡市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定め

る条例(平成26年長岡市条例第40号)の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中の下線が引かれた部分(以下「改正前部分」という。)

及び当該改正前部分に対応する同表の改正後の欄中の下線が引かれた部分(以下

「改正後部分」という。)について、改正前部分及び改正後部分に字句が記され

ている場合は改正前部分に記された字句を改正後部分に記された字句に改めるも

のとする。

  改正後改正前

  (掲示等)第23条特定教育・保育施設は、当該特定教育・保育施設の見やすい場所に、運営規程の概要、職員の勤務の体制、利用者負担その他の利用申込者の特定教育・保育施設の選択に資すると認められる重要事項を掲示す(掲示)第23条特定教育・保育施設は、当該特定教育・保育施設の見やすい場所に、運営規程の概要、職員の勤務の体制、利用者負担その他の利用申込者の特定教育・保育施設の選択に資すると認められる重要事項を掲示し
  るとともに、電気通信回線に接続しなければならない。

  て行う自動公衆送信(公衆によって

  直接受信されることを目的として公

  衆からの求めに応じ自動的に送信を

  行うことをいい、放送又は有線放送

  に該当するものを除く。)により公

  衆の閲覧に供しなければならない。

  (電磁的記録等)第53条(略)2特定教育・保育施設等は、この条例の規定による書面等の交付又は提出については、当該書面等が電磁的記録により作成されている場合に(電磁的記録等)第53条(略)2特定教育・保育施設等は、この条例の規定による書面等の交付又は提出については、当該書面等が電磁的記録により作成されている場合に
73



  は、当該書面等の交付又は提出に代は、当該書面等の交付又は提出に代

  えて、第4項で定めるところにより、えて、第4項で定めるところにより、

  教育・保育給付認定保護者の承諾を教育・保育給付認定保護者の承諾を

  得て、当該書面等に記載すべき事項得て、当該書面等に記載すべき事項

  (以下この条において「記載事項」(以下この条において「記載事項」

  という。)を電子情報処理組織(特という。)を電子情報処理組織(特

  定教育・保育施設等の使用に係る電定教育・保育施設等の使用に係る電

  子計算機と、教育・保育給付認定保子計算機と、教育・保育給付認定保

  護者の使用に係る電子計算機とを電護者の使用に係る電子計算機とを電

  気通信回線で接続した電子情報処理気通信回線で接続した電子情報処理

  組織をいう。以下この条において同組織をいう。以下この条において同

  じ。)を使用する方法その他の情報じ。)を使用する方法その他の情報

  通信の技術を利用する方法であって通信の技術を利用する方法であって

  次に掲げるもの(以下この条におい次に掲げるもの(以下この条におい

  て「電磁的方法」という。)によりて「電磁的方法」という。)により

  提供することができる。この場合に提供することができる。この場合に

  おいて、当該特定教育・保育施設等おいて、当該特定教育・保育施設等

  は、当該書面等を交付又は提出したは、当該書面等を交付又は提出した

  ものとみなす。ものとみなす。

  (1)(略)(!)(略)

  (2)電磁的記録媒体(電磁的記録に(2)磁気ディスク、シー・ディー・

  係る記録媒体をいう。)ロムその他これらに準ずる方法に

  より一定の事項を確実に記録して

  をもって調製おくことができる物をもって調製

  するファイルに記載事項を記録しするファイルに記載事項を記録し

  たものを交付する方法たものを交付する方法

  3～6(略)3～6(略)

附則

この条例は、公布の日から施行する。
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議案第7i号

長岡市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援

等に係る介護予防のための効果的な支援の方法の基準等に関する条例の一

部改正について

長岡市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に

係る介護予防のための効果的な支援の方法の基準等に関する条例の一部を改正す

る条例を次のように定める。

令和6年6月il日提出

長岡市長 磯田達伸

提案理由

国の定める指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援

等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準の一部改正に伴い、

所要の改正を行うもの
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長岡市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援

等に係る介護予防のための効果的な支援の方法の基準等に関する条例の一

部を改正する条例

長岡市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に

係る介護予防のための効果的な支援の方法の基準等に関する条例(平成26年長岡

市条例第50号)の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中の下線が引かれた部分(以下「改正前部分」という。)

及び当該改正前部分に対応する同表の改正後の欄中の下線が引かれた部分(以下

「改正後部分」という。)について、改正前部分及び改正後部分に字句が記され

ている場合は改正前部分に記された字句を改正後部分に記された字句に改めるも

のとする。

改正後

(指定介護予防支援の業務の委託)

第15条地域包括支援センターの設置

者である指定介護予防支援事業者

は、法第H5条の23第3項の規定によ

り指定介護予防支援の一部を委託す

る場合には、次に掲げる事項を遵守

しなければならない。

(1)委託に当たっては、中立性及び

公正性の確保を図るため地域包括

支援センター運営協議会(介護保

険法施行規則第i40条の66第1号

イに規定する地域包括支援セ

ンター運営協議会をいう。)の議

を経なければならないこと。

(2)～(4)(田各)

改正前

(指定介護予防支援の業務の委託)

第15条地域包括支援センターの設置

者である指定介護予防支援事業者

は、法第H5条の23第3項の規定によ

り指定介護予防支援の一部を委託す

る場合には、次に掲げる事項を遵守

しなければならない。

(1)委託に当たっては、中立性及び

公正性の確保を図るため地域包括

支援センター運営協議会(介護保

険法施行規則第i40条の66第1号

ロ(2)に規定する地域包括支援セ

ンター運営協議会をいう。)の議

を経なければならないこと。

(2)～(4)(田各)

附則

この条例は、公布の露から施行し、改正後の第15条の規定は、令和6年4月1

日から適用する。
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議案第72号

長岡市農業集落排水施設条例の一部改正について

長岡市農業集落排水施設条例の一部を改正する条例を次のように定める。

令和6年6月三!日提出

長岡市長 磯田達伸

提案理由

川袋地区農業集落排水施設について、公共下水道に編入することに伴い、当該

地区を農業集落排水区域から除くもの
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長岡市農業集落排水施設条例の一部を改正する条例

長岡市農業集落排水施設条例(平成3年長岡市条例第21号)の一部を次のよう

に改正する。

次の表の改正前の欄中の下線が引かれた部分(以下「改正前部分」という。)

及び当該改正前部分に対応する同表の改正後の欄中の下線が引かれた部分(以下

「改正後部分」という。)について、改正前部分に字句が記され、改正後部分に

字句が記されていない場合は当該改正前部分に記された字句を削り、次の表の改

正前の欄中の表の実線で記された罫線に対応する次の表の改正後の欄中の表の罫

線が破線で記されている場合は当該罫線を削るものとする。

         改正後改正前

         別表第1(第3条関係)別表第1(第3条関係)

         名称処理区域処理施設の名称処理施設の位置名称処理区域処理施設の名称処理施設の位置
         川袋地長岡市川李崎浄化長岡市李

         区農業袋町、李センター崎町1841

         集落排崎町及び誉地2

         水施設脇川新田

         町の各一

         ____一一一一『丁丁:_一一一____一一_____一一____一一一___部
         (略〉(略)

         附則

この条例は、令和6年7月1日から施行する。
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議案第73号

和解及び損害賠償について

令和6年4月8日に長岡市十日町地内で発生した水道水の濁りに伴う損害につ

いて、次のとおり和解をし、損害を賠償するものとする。

令和6年6月il日提出

長岡市長 磯田達伸

1和解する相手方

長岡市十日町字小島1927番地

人昭

社
迫

会
竹

式株
長

造
社

酒
役

露
締

相
取

2和解事項

(1〉長岡市は、本件により生じた損害に対し、金2,207,157円を賠償する責任

を有するものとする。

(2)長岡市は、相手方に対し、損害を被った製品等に対する賠償金として、

前号の額のうち、金1,976,157円を支払うものとする。

(3)長岡市は、第1号の額のうち、損害を被った設備における原状回復の費

用として、金231,000円を株式会社日乃出江口に支払うものとする。

(4)長岡市と相手方との間には、前3号に記載されたもののほか、一切の債

権債務は存在しないものとする。
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議案第74号

市道路線の廃止について

市道路線を次のとおり廃止する.

令和6年6月烈日提出

長岡市長
磯田達伸
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路線名

和島235号線

廃 止

起点

終点

荒巻字面浦1397番1地先

荒巻字向浦1397番1地先

調

重要な

経過地

書

幅員(田)
摘要

延長@

図1

3.9-7.2ア～イ

21.4
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議案第75号

契約の締結について

次のとおり工事請負契約を締結する。

令和6年6月三!日提出

長岡市長 磯田達伸

    工事名工事内容契約金額契約の相手方

    長岡市南町2丁目

    金失筋コンクリート造り2階建4番4号

    与板地域交流て(1,863.09㎡)大石組・山崎組・

    拠点施設(仮多目的ホール、調理室、和999,350,000円多田組与板地域交

    称)建設工事室、音楽室、図書・学習ス流拠点施設(仮称)

    ペース、事務室等建設特定共同企業体
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議案第76号

契約の締結について

次のとおり工事請負契約を締結する。

令和6年6月三!日提出

長岡市長 磯田達伸

    工事名工事内容契約金額契約の相手方

    長岡市宝1丁目

    !番地!
    与板地域交流

    久保誠・大原与板

    拠点施設(仮電気設備工事一式184,800,000円地域交流拠点施設
    称)建設電気

    (仮称)建設電気
    設備工事

    設備特定共同企業

    体
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議案第77号

契約の締結について

次のとおり工事請負契約を締結する。

令和6年6月三!日提出

長岡市長 磯田達伸

    工事名工事内容契約金額契約の相手方

    長岡市喜多町

    1077番地3
    与板地域交流

    三協設備・あさひ

    拠点施設(仮機械設備工事一式139,700,000円与板地域交流拠点
    称)建設機械

    施設(仮称)建設
    設備工事

    機械設備特定共同

    企業体
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議案第78号

契約の締結について

次のとおり工事請負契約を締結する。

令和6年6月三!日提出

長岡市長 磯田達伸

    工事名工事内容契約金額契約の相手方

    校舎

    鉄筋コンクリート造り3階

    建て(6,489㎡)

    屋上防水、外壁、内装、

    トイレ改修

    渡り廊下棟長岡市喜多町

    鉄筋コンクリート造り平家1078番地1
    宮内小学校校

    舎等大規模改建て(45㎡)屋上防水、外壁、内装改1,854,930,000円中越・共榮・永井宮内小学校校舎等
    造工事修大規模改造特定共

    エレベーター棟同企業体
    鉄骨造り3階建て(33㎡)

    エレベーター新設

    屋内運動場

    鉄骨造り平家建て(隊,327㎡)

    屋根、外壁、トイレ改修
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議案第79号

契約の締結について

次のとおり工事請負契約を締結する。

令和6年6月三!日提出

長岡市長磯田達伸

    工事名工事内容契約金額契約の相手方

    長岡市千秋2丁目

    2788番地三
    宮内小学校校

    越後交通工業・長

    舎等大規模改電気設備工事一式288,750,000円岡電業・ウィル宮
    造電気設備工

    内小学校校舎等大    事

    規模改造電気設備

    特定共同企業体
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議案第80号

契約の締結について

次のとおり工事請負契約を締結する。

令和6年6月三!日提出

長岡市長 磯田達伸

    工事名工事内容契約金額契約の相手方

    校舎

    鉄筋コンクリート造り3階長岡市宝4丁目

    建て(5,445㎡)2番地25

    中之島中央小屋上防水、外壁、内装改ダイエー・吉久・

    学校校舎等大修1,142,900,000円今泉テント中之島

    規模改造工事屋内運動場中央小学校校舎等

    鉄骨造り2階建て(2,000㎡)大規模改造特定共

    屋上防水、外壁、内装改同企業体

    修
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議案第8i号

契約の締結について

次のとおり工事請負契約を締結する。

令和6年6月三!日提出

長岡市長 磯田達伸

    工事名工事内容契約金額契約の相手方

    長岡市中之島

    565番地87
    中之島中央小

    今泉・渡辺・新陽

    学校校舎等大機械設備工事一式206,998,000円中之,鳥中央小学校
    規模改造機械

    校舎等大規模改造
    設備工事

    機械設備特定共同

    企業体
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議案第82号

契約の締結について

次のとおり工事請負契約を締結する。

令和6年6月三!日提出

長岡市長磯田達伸

    工事名工事内容契約金額契約の相手方

    長岡市柳原町
    寺泊文化セン

    ター空調設備空調設備工事一式229,130,000円3番地12
    株式会社長岡総合

    改修工事設備
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議案第83号

契約の締結について

次のとおり工事請負契約を締結する。

令和6年6月三!日提出

長岡市長 磯田達伸

    工事名工事内容契約金額契約の相手方

    庁舎

    鉄筋コンクリート造り3階

    建て(1,369.68㎡)長岡市宝4丁目

    事務室、消防車車庫、防2番地25

    栃尾消防署建火衣室、救急準備室、乾528,330,000円ダイエー・吉久・
    設工事燥室、仮眠室、屋内訓練目崎栃尾消防署建

    スペース、会議室、食堂、設特定共同企業体

    その他諸室

    駐輪場
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議案第84号

契約の締結について

次のとおり工事請負契約を締結する。

令和6年6月三!日提出

長岡市長 磯田達伸

    工事名工事内容契約金額契約の相手方

    道路新設

    延長32L6m長岡市喜多町

    道路新設工事幅員6.O～9.Omio78番地1
    (市道二和246,036,230円中越・河田・西栄
    159号線ほか)掘削工(35,110㎡)6道建S第1号道

    路体盛土工(5,030㎡)路新設特定共同企

    路床安定処理工(4,960㎡)業体

    排水構造物工(1,104m)
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議案第85号

契約の締結について

次のとおり工事請負契約を締結する。

令和6年6月三!日提出

長岡市長 磯田達伸

    工事名工事内容契約金額契約の相手方

    長岡市千秋2丁目

    道路新設工事2788番地1
    (市道西幹線道路新設331,216,446円越後交通工業・白
    84号線)函渠工(39m)井組・樹土木6活

    建第1号道路新設

    特定共同企業体
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議案第86号

契約の締結について

次のとおり工事請負契約を変更する。

令和6年6月三!日提出

長岡市長 磯田達伸

    工事名工事内容契約金額契約の相手方

    旧下小国小学校校舎棟改修

    鉄筋コンクリート造り3階

    建て一部鉄骨造り平家建て

    (626.38㎡)

    事務室、食堂、仮眠室、変更前長岡市宝4丁目
    小国出張所整会議室、その他諸室153,802,000門2番地25

    ダイエー・目崎小

    備工事車庫棟増築鉄骨造り平家建て変更後164,025,400円国出張所整備特定
    共同企業体

    (179.51㎡)

    消防車車庫、ホース乾燥

    室、救急機材室、防火衣

    室、その他諸室
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議案第87号

財産の取得について

次のとお物品を取得する・

令和6年6月麦1日提出

長岡市長磯田達伸

契約の相手方
口名契約金額

品種叩

長岡市稲保4丁目
713番地2

,i型動力ポンプ付28,6QO,000円
車両軽騨鱒5台船山株式鮒
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議案第88号

財産の取得について

次のとおり物品を取得する。

令和6年6月三!日提出

長岡市長 磯田達伸

    品種品名契約金額契約の相手方

    東京都港区白金1丁目

    17番3号

    車両除雪ドーザ1台35,750,000円コマツカスタマーサポー

    ト株式会社東京関越カン

    ノ{二一
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議案第89号

財産の取得について

次のとおり物品を取得する。

令和6年6月三!日提出

長岡市長 磯田達伸

    品種品名契約金額契約の相手方

    車両小型ロータリ除雪車1台25,718,000円新潟市中央区下大川前通四之町2185番地株式会社コバリキ
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議案第90号

公共施設の相互利用に関する協定の一部変更について

地方自治法(昭和22年法律第67号)第244条の3第2項の規定に基づき、長岡

地域定住自立圏を構成する長岡市、小千谷市、見附市及び出雲崎町の間で平成22

年3月26日に締結した公共施設の相互利用に関する協定の一部を次のとおり変更

する。

令和6年6月H日提出

長岡市長 磯田達伸
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公共施設の相互利用に関する協定の一部を変更する協定書

平成22年3月26日付けで長岡市、小千谷市、見附市及び出雲崎町の間において

締結した公共施設の相互利用に関する協定の一部を変更する協定を次のとおり締

結し、この協定による変更後の別表集会・文化施設の表の規定は、令和6年9月

28日から適用する。

別表集会・文化施設の表小千谷市の項中

「1小千谷市民学習センター1小千谷市上ノ山4丁目4番2号1」を

「小千谷市民学習センター小千谷市上ノ山4丁目4番2号

小千谷市ひと・まち・文化共創拠点小千谷市本町1丁目13番35号」に

改める。

この協定の締結を証するため、本書4通を作成し、構成市町がそれぞれ記名押

印の上、各自1通保有するものとする。

令和年月日

長岡市長

小千谷市長

見附市長

出雲崎町長
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議案第9i号

新潟県後期高齢者医療広域連合規約の変更について

地方自治法(昭和22年法律第67号)第291条の3第1項の規定により、被保険

者証等の廃止に伴い文言を整理するとともに、広域連合と関係市町村の処理する

事務についても併せて整理を行うこととし、新潟県後期高齢者医療広域連合規約

を次のとおり変更するものとする。

令和6年6月i1日提出

長岡市長 磯田達伸
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新潟県後期高齢者医療広域連合規約の一部を変更する規約

新潟県後期高齢者医療広域連合規約(平成19年新潟県市町村第!401号)の一部

を次のように変更する。

第4条中「に規定する後期高齢者医療制度の事務のうち、次に掲げる」を「及

び高齢者医療確保法に基づく命令に基づき後期高齢者医療広域連合が行うものと

された後期高齢者医療の事務及びそれに付随する」に改め、同条ただし書及び各

号を削る。

第17条第2項中「別表第2」を「別表」に改める。

別表第1を削り、別表第2を別表とする。

附則

この規約は、令和6年12月2日から施行する。
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 ・
万3

牌
弔

 止
・報

継続費繰越計算書報告について

地方自治法施行令(昭和22年政令第16号)第145条第1項の規定に基づき、令和

5年度長岡市一般会計継続費繰越計算書を別紙のとおり報告する。

令和6年6月il日提出

長岡市長 磯田達伸

101



  
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
  

OOO.08、
。
っ
譲
.州

OOO.震
O.N耳

oqお
.OO。

っ
.O霧

o“
お
.㎝

強
.N卜

。
っ
.㎝

Nお
.o膚

黛
.Nト

。
っ
.o“

。
o。

o州
.㊤

。
q。

o.。
っ
ヰ
OOト

.。
o→

O.⑩
→
。
o.NOO卜

.。
o。

o寸
.O箕

OOO.O。
つ
ゆ
.ゆ

。
oゆ

.NOOO.O夷
.。

qOゆ
.コ

志

    
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
OOト.oooo{OO卜.oooo{OOト.oooo{OOO.OOO.㊤OOト.oo。o{.⑩OO卜.。oooHOOO.OOO、◎OOO.OOゆ.oo㊤蝦蹄過渚埋熟議曇畿蜘褻孫岳愈佃藩邸蝦無煙麟

  
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
OOO、OOO.。っ①ooOOO、ゆDoゆ.2。っ8寸.ON頃.。っ一NOO寸.ゆOH.鶉寸.一OO}.8H、。っ鐸.一OOO.まoo.頃9OOO.OOO.Oお.一OOO.OO。っ.O鶏OOO、OO卜.oo。oの、一OOO.OO。っ.コ。っ.N螺蹄畑督継曜K辮醜軽軽磐丑樫愈驚朴岳瓢麺薄

  
 

 
 

 
  

  
 

 
 

 
OOO.OOトドト㎝OOO、8マ.澤OOO.8ゆ.。っOOOO.OOトドコ＼OOO.OO卜.卜導OOO.OOト.トーマOOO.OO卜.トニ.OOO.OO一.。っ①O.o刈課錦姻督継駆契緋“堅軽琳・マ叙任囎親任無鰹齢・マ榔堕麟

  
 

 
 

 
  

  
 

 
 

 
OOO、OOoo、①oo{OOO.の凄.O寸OOO.鈷O.埠OOO.OO寸、寸。o㎝OOO.OO寸.寸ooNOOO.OO寸.寸。o㎝OOO、OO矧、寸。oNOOO.OO㎝.。つゆoo.N課蹄鋼渚軽軽寒沸釦軽軽鵡・マ痩釦榔怒魁'マ無位麟

    
 

 
 

 
  

 
 

 
 

OOO.O寸
OOO.Oマ

OOO.Oマ
OOO.Oま

OOO.O。
っ
O.一

OOO、
O。

っ
O、

一
OOO.O頃

O.ooNト
.N蝋

腺
選
灘
繧

笹
Kヤ

ム
ト
遜
恒

業
麗
国
益
梅

羅
郷
帯

革

    
 

 
 

 
  

 
 

 
 

o“;.oo巨⊃寸.◎一o“等.oo頃寸、㊤H。q蝉.oo辱.㊤酬。ooo頃.守O.等{OOO.OO{.ooゆ洲OOO.OO}、oo巨⊃一OOO.OOO.O。っ①轄騰羅潜懸漣塑紅筆屋三際瓢霜鯉剛コ、胡田一郷国曜

  
  

 
 

 
 

  
 

 
 

 
建OOO.OOト.Nヒ建建OOO.08.トゆ建OOO.OO。っ.O霧EOOO、OO。っ、O鶉獄OOO.OOの.③O建OOO.OO㊤、①N的窪建OOO.08.O。q。っ獄OOO.OOO.ゆお建課蹄腫漣“憂貰似鯉撃邸園即総髯翻総繋
 

 
 

 
     

 
    

型e申越美製φ還週蝶・蟹傘黛繋寵騨揃曝慈期製母渥灘闘魂鱒榔
  

   
 

 
    

 
 

 
駆

益
捜

婁
疑

劃
曜

慧
照

遡
鮭

翻
凝

聚
懸
劇
眠
{似

る
薦
凝
撫
ヨ
枢
灘

誰
e呼

縣
瀞

晋
藁

   
      

     
罷
雀
騒
蚕
(
も
姻
騨
細
緯
ト
瓢
輿
譲
琶
善
ゆ
曇
￠

102

細
鱗

志
翻
唖
瓢
堀
課
寵
姫
謎
-
倍
匿
路
蟹
世
呂

聴
午



 ・
万4

牌
弔

 止
・報

継続費繰越計算書報告について

地方公営企業法施行令(昭和27年政令第403号)第i8条の2第1項の規定に基づ

き、令和5年度長岡市下水道事業会計継続費繰越計算書を別紙のとおり報告する。

令和6年6月il日提出

長岡市長 磯田達伸
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 止
・報

継続費繰越計算書報告について

地方公営企業法施行令(昭和27年政令第403号)第i8条の2第1項の規定に基づ

き、令和5年度長岡市水道事業会計継続費繰越計算書を別紙のとおり報告する。

令和6年6月il日提出

長岡市長 磯田達伸
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報告第6号

継続費繰越計算書報告について

地方公営企業法(昭和27年法律第292号)第26条第3項の規定に基づき、令和5

年度長岡市水道事業会計継続費繰越計算書を別紙のとおり報告する。

令和6年6月il日提出

長岡市長 磯田達伸
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繰越明許費繰越計算書報告について

地方自治法施行令(昭和22年政令第16号)第146条第2項の規定に基づき、令和

5年度長岡市一般会計繰越明許費繰越計算書を別紙のとおり報告する。

令和6年6月il日提出

長岡市長 磯田達伸
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報告第8号

事故繰越し繰越計算書報告について

地方自治法施行令(昭和22年政令第16号)第150条第3項の規定に基づき、令和

5年度長岡市一般会計事故繰越し繰越計算書を別紙のとおり報告する。

令和6年6月il日提出

長岡市長 磯田達伸
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報告第9号

建設改良費繰越計算書報告について

地方公営企業法(昭和27年法律第292号)第26条第3項の規定に基づき、令和5

年度長岡市下水道事業会計建設改良費繰越計算書を別紙のとおり報告する。

令和6年6月il日提出

長岡市長 磯田達伸
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報告第10号

建設改良費繰越計算書報告について

地方公営企業法(昭和27年法律第292号)第26条第3項の規定に基づき、令和5

年度長岡市水道事業会計建設改良費繰越計算書を別紙のとおり報告する。

令和6年6月il日提出

長岡市長 磯田達伸
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建設改良費繰越計算書報告について

地方公営企業法(昭和27年法律第292号)第26条第3項の規定に基づき、令和5

年度長岡市簡易水道事業会計建設改良費繰越計算書を別紙のとおり報告する。

令和6年6月il日提出

長岡市長 磯田達伸

121



 
            

.、沿遽セ(影や摺9騒.奮起三廻初汐§其折《翼母.朕鯉(㌧翻緩韻Hc謁唇Hだ潔悔匿曜EEOOO、卜①E08、柏專.二旺O。O.08.のEEOOO.。O欝HE08.O。⑦、。匠O。O.。O。.鶉E課繍鑑漣麺そ眠愈置渚継倒矩継ε終巡
    

 
 

 
 

 
 

 
  

鋼無煙即製遍畑暉婦照瓜降椙埋轍網翻電継唾匿凝鑓緊翼無闇灘ゼ鯉寒癬.黒椀騒国・冊緯ト翼課錦蟹蕊
  

    
       

罫躍騨翼謎K蝶e想無竃縫農㊨ヤ臨.麺写驚鞄潮繋ゆ瞳2距劃嚢翻身醐離豊受益e頼

122

鰹
鱗

志
認

蚕
齢

志
姻

罧
冊

翌
藤

距
惜

匿
路

遯
世

。
葬


